
計 2,167 1,790

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

老人保健事業推進費補助金 2,167 1,790 予算の効率化を図ったもの

―

(        -         ) (       162       ) (      155      )

単位当たり
コスト

＇12．3百万円／１事業あたりの費用（ 算出根拠 総執行額＇2,267百万円（／総事業件数＇185件（

調査研究事業の件数

活動実績

＇当初見込
み（

235 181 173

90%

活動指標及び
活動実績

＇アウトプット（

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

＇アウトカム（

23年度
目標値

＇２４年度（

公募した全調査研究課題＇テーマ（数に対し、１
件以上応募のあった調査研究課題数

成果実績
応募
件数

65 86 77 80

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 82% 93%

執行率（％） 98.67% 98.43% 98.05%

執行額 2,664 2,564 2,267

計 2,700 2,605 2,312 2,167 1790

繰越し等 △ 45 45

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2,700 2,650 2,267 2,167 1790

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地方公共団体、民間団体に対し以下の事業に係る公募を行い、外部の有識者により構成される評価委員会の審査結果に基づき、予算の範囲
内で補助金を交付。

①介護保険制度の適正な運営・周知に寄与する調査研究事業
②高齢者保健福祉施策の推進に寄与する調査研究事業
○補助率：10/10

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
＇具体的な

条項も記載（
-

関係する計画、
通知等

老人保健健康増進等事業の実施について＇平成15年5月21日老発第0521001号厚生労働省老健局長通知（
老人保健事業推進費補助金＇老人保健健康増進等事業分（の国庫補助について＇平成15年6月9日厚生労働省
発老第0609001号厚生労働事務次官通知（

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

高齢者の介護、介護予防、生活支援、老人保健及び健康増進等に関わる先駆的、試行的な事業等に対し助成を行い、もって、老人保健福祉
サービスの一層の充実や介護保険制度の適正な運営に資することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 平成２年度 担当課室 総務課 総務課長　福本浩樹

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-2　高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生き
がいづくり及び社会参加を推進する

事業番号 423

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 老人保健健康増進等事業 担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

補記　＇過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載（

関連する過去のレビューシートの事業番号

527 480

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点＇概算要求における反映状況等（

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
・本事業の成果物は、老人保健福祉サービスの一層の充実や
介護保険制度の適正な運営のために活用されている。

点
検
結
果

平成22年度において、より一層の適正化を図るため以下の見直しを行ったところであり、引き続き適正な事業実施に努めてまいりたい。

○事業完了後に評価委員会を実施し、専門家の視点から事業の成果に係る事後評価を導入。なお、実施成果が著しく不良であった事業の
実施主体が申請する翌年度の事業は補助対象外とすることとした。
○評価委員会の下に会計の専門家により構成される専門審査分科会を設置し、応募のあった法人の財務状況を審査。
○事業の実施主体から次の二つを対象外とした。
　①申請する前年度における法人としての事業実績がない又は良好な運営がなされていない法人
　②過去に不正を行った法人で５年を経過していない法人

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。 ・第三者委員会による評価に基づき採択を行っており、
実効性は高い。

○
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

・公募により調査研究事業を行う点で類似しているが、そ
れぞれ異なる福祉分野＇障害者、高齢者（を対象としてお
り、適切な役割分担となっている。　※類似事業名とその所管部局・府省名

障害者総合福祉推進事業
社会・援護局傷害保健福祉部

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。 ・成果目標については、高い達成度を維持している。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ・活動実績については、ほぼ見込み通りである。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。
・事業の主たる目的である事務の大部分を委託するものは原
則採択しないこととしている。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。
・通常、事務所に備えている備品については補助対象外とする
など真に必要なものに限定して公募を行っている。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使

途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 ・第三者委員会による評価に基づき、調査研究事業を採
択している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。
・一事業あたりの上限額を設けて補助している。
・補助金交付に当たり、事業に要する経費について精査を行ってい
る。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
・本事業は介護保険制度の適正な運営等に資するものであ
り、今後も高齢化が進んでいく状況の中で、優先度は高い。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

・国の政策課題に即して毎年度調査研究課題を設定していること、ま
た、全国規模で行われる事業もあることから、地方自治体や民間に委
ねることは困難である。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



※平成23年度実績を記入

①介護保険制度の適正な運営・周知に寄与する調査研究事業 ②高齢者保健福祉施策の推進に寄与する調査研究事業

Ｄ．委託会社等＇2社（
〈NPO法人　地域ケア政策ネットワーク

の例〉
【7百万円】

システム作成業務等

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省
2，267百万円

高齢者福祉施策の充実や介護保険制度の適正
な運営に資する事業を公募により募集し、評価委
員会の評価結果に基づき採択

【公募・補助】 【公募・補助】

Ａ．都道府県、市町村、関係団体
＇計56（

【1，306百万円】

調査研究事業の実施

Ｂ．都道府県、市町村、関係団体
＇計48（

【961百万円】

調査研究事業の実施

【随意契約等】 【随意契約等】

Ｃ．委託会社等＇4社（
〈三菱総合研究所の例〉

【27百万円】

調査データ入力業務等



計 5 計 0

保守費 管理集計システム作成 5

D.医療システムズ株式会社 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 21 計 0

雑役務費 調査票入力・集計等 21

C. エム・アール・アイリサーチアソシエイツ株式会社 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 63 計 0

使用料 会場借上料 4

役務費 調査票、調査研究報告書送料等 12

旅費 調査旅費 6

報酬 研究委員会委員謝金、調査協力謝金 9

印刷製本費 広報資料等作成 15

委託料 システム開発業務等委託 9

賃金 事務局職員雇上賃金 8

B.特定非営利活動法人　地域ケア政策ネットワーク地域ケア政策ネットワーク F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

計 109 計 0

報酬 研究委員会委員謝金、調査協力謝金 1

通信運搬費 調査票、調査研究報告書等送料 2

旅費 調査旅費 3

印刷製本費 調査票、調査研究報告書等作成 4

委託料 調査データ入力業務等委託 27

賃金 調査研究者への賃金 72

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.株式会社　三菱総合研究所 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

10

9

8

7

6

5

4

3

2 株式会社いっと編集室 テキスト等編集制作 2 随意契約

1 医療システムズ株式会社 管理集計システム作成 5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

支　出　先

10 社団法人　日本作業療法士協会 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 42

9 公益社団法人　日本認知症グループホーム協会 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 44

8 社団法人　全国訪問看護事業協会 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 45

7 社団法人　全国老人保健施設協会 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 47

6 独立行政法人　国立長寿医療研究センター 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 48

5 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 50

4 社団法人　全国国民健康保険診療施設協議会 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 52

3 みずほ情報総研株式会社 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 56

2 一般社団法人　日本介護支援専門員協会 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 75

1 株式会社　三菱総合研究所 介護保険制度の適正な運営に資する調査研究事業 109

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 特定非営利活動法人　地域ケア政策ネットワーク 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 63

2 社団法人　シルバーサービス振興会 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 43

3 一般財団法人　長寿社会開発センター 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 39

4 みずほ情報総研株式会社 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 38

5 財団法人　健康・生きがい開発財団 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 35

6 社会福祉法人　東北福祉会 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 33

7 公益社団法人　全国老人福祉施設協議会 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 33

8 財団法人　高齢者住宅財団 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 31

9 株式会社　ニッセイ基礎研究所 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 30

10 地方独立行政法人　東京都健康長寿医療センター 高齢者福祉施策の充実に資する調査研究事業 29

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 エム・アール・アイリサーチアソシエイツ株式会社 調査票入力・集計等 19 随意契約

2 株式会社メイテツコム 分析・集計・管理 4 随意契約

3 マーケティングテクノロジー株式会社 調査票入力・集計 3 随意契約

4 株式会社リベルタス・コンサルティング ヒアリング調査支援 1 随意契約

5

6

7

8

9

10



計 2760 2760

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

補助金 2760 2760

費　目

(      -      ) (       －            )(    －            )

82% 82%

24年度活動見込

平成22年度から実施している老人クラブ活性化
計画による、,高齢者に対する友愛訪問等の活
動実施率（市区町村老人クラブ）

※活性化計画に基づく、老人クラブの取組は複
数あり、各市町村老人クラブ連合会で選択的に
実施するものであることから、目標の設定は困
難。

活動実績

（当初見込
み）

％

単位当たり
コスト

　

　　（25,132円／箇所）

算出根拠

※平成２２年度福祉行政報告例
（東日本大震災の影響により、岩手県（盛岡市以外）、宮城県（仙台市
以外）、福島県（郡山市及びいわき市以外）を除いて集計した数値）

22年度国庫補助総額／22年度老人クラブ数

―

119564

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度

単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（20年度）

老人クラブ数

成果実績 数 117,065 109,818（※） -

99.9% 99.5%

21年度 22年度

％ 98% 91%達成度

成果指標

執行額 2818 2756 2747

執行率（％） 92.7%

3040 2760 2760 2760 2760

2760

補正予算

24年度

繰越し等

2760
予
算
の
状
況

当初予算 3040 2760 2760

23年度

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　 老人クラブが行う各種活動に対する助成（以下の具体的な活動内容は例示である。）
(ア)健康活動 ： 健康と体力保持に意欲のある高齢者を対象とした「熟年健康教室」の実施
(イ)友愛活動 ： 高齢者や家族等に対する認知症問題の普及・啓発、孤独死を未然に防ぐ安否確認運動
(ウ)奉仕・ボランティア活動 ： 子供や高齢者を含む地域全体の安全を守る地域見守り活動
(エ)次世代育成支援活動 ： 放課後の小学校を活用した地域住民との世代間交流

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

計

25年度要求

振興課長　川又　竹男

会計区分 一般会計 施策名

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

老人クラブ活動等事業の実施について（平成13年10月1日老発第390号

在宅福祉事業費補助金 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

老人クラブ活動等の活性化を図り、高齢者の生きがいや健康づくりを推進することにより、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上に資する
ことを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和38年度 担当課室 振興課

Ⅳ-5-2 高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生き
がいづくり及び社会参加を推進する

事業番号 424
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

当該事業により、老人クラブ活動の一層の活性化を
図り、高齢者の生きがいや健康づくりの推進を支援

していることから、優先度が高い

高齢者の生きがいや健康づくり推進については、
国が実施すべき事業である。

平成21年度～平成23年度の執行率は９０％以上である

-

助成対象は、老人クラブが行っている各種活動である

交付要綱に基づき、支出している

交付要綱に基づき、支出している

老人クラブが行う各種活動に対する助成のため、
実行性が高い

震災の影響により、平成22年度の老人クラブの
全国数が確定しないため

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

点
検
結
果

   事業開始前に事業計画において事業内容、経費の支出予定などを確認し、交付決定を行っており、国庫補助金の精算に当たっては、
　実績報告書により、事業実施状況、支出内容・額などについて確認している。

・今後も予算の執行状況を踏まえつつ、適正な執行及び予算額の確保を図る。

現
状
通
り

－

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　　○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

１カ所当たり、25,132円であることから、妥当である。　

-

－

－

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

-

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

528 481



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 ２，７６０百万円 

【補助】 

○単位老人クラブが行う各種活動に対する助成 

○市町村老人クラブ連合会が行う老人クラブの活動促進に対する助成 

○都道府県・指定都市老人クラブ連合会が行う市町村老人クラブ連合会の活動促進、 

  地域支え合い、若手高齢者の活動支援に対する助成。 

Ａ．都道府県・指定都市・中核市（１０７） 

計 ２，７４７百万円 

【平成２３年度実績見込み】 

Ｂ 横浜市老人クラブ連合会 

   １２１百万円 

   

Ｃ 老人クラブ（市老連未加入クラブ）（32） 

      ０．７百万 

Ｄ 各区老人クラブ連合会

（18） 

    ５７百万円  

Ｅ 単位老人クラブ（市老連加入クラブ）

（1755） 

  ５３百万円    

横浜市の例 



計 7 計 0

事業費 老人クラブの活動促進、育成指導等 7

0 計

D.都筑区老人クラブ連合会 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計

使　途 金　額
(百万円）

121 計

C.老人クラブ① G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

0計

11老人クラブ連合会の活動促進、地域
支え合い、若手高齢者の活動支援等

事業費 老人クラブへの助成 110

　 　

事業費等

B.横浜市老人クラブ連合会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 122 計 0

補助 老人クラブへの補助 122

　 　 　

A.横浜市 E.単位老人クラブ①

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C　老人クラブ（市老連未加入クラブ）

9 老人クラブ⑨ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.023

10 老人クラブ⑩ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.023

清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.024

8 老人クラブ⑧ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.024

6 老人クラブ⑥ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.025

7 老人クラブ⑦

5 老人クラブ⑤ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.025

3 老人クラブ③ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.028

4 老人クラブ④ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.025

清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.028

2 老人クラブ② 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.028

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 老人クラブ①

　

10 　

　

　

9 　

　

8

　

　

6 　 　

　

　

　　

　 　 　

7 　 　 　

4 　 　 　

　

　

5 　 　 　 　

2 　 　 　

3 　 　 　 　

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 横浜市 122 　 　

入札者数 落札率

入札者数 落札率

1 横浜市老人クラブ連合会
老人クラブの活動促進、地域支え合い、若手高齢者の活動支援等、
老人クラブへの助成

121

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2

4

3

5

7

6

8

10

9

○単位老人クラブが行う各種活動に対する助成
○市町村老人クラブ連合会が行う老人クラブの活動促進に対する助成
○都道府県・指定都市老人クラブ連合会が行う市町村老人クラブ連合会の
活動促進、地域支え合い、若手高齢者の活動支援に対する助成。



Ｄ．各区老人クラブ連合会

Ｅ．単位老人クラブ（市老連加入クラブ）

単位老人クラブ⑩ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等

8 単位老人クラブ⑧ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等

6 単位老人クラブ⑥

7 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等

0.04

9 単位老人クラブ⑨ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.04

10

0.04

清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.04

0.04

5 単位老人クラブ⑤ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.04

単位老人クラブ⑦

4 単位老人クラブ④ 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.04

清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.04

清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.043 単位老人クラブ③

入札者数 落札率

1 単位老人クラブ① 清掃活動等地域貢献活動、スポーツ活動等 0.04

2 単位老人クラブ②

10 金沢区老人クラブ連合会 老人クラブの活動促進、育成指導等 3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

老人クラブの活動促進、育成指導等 3

9 戸塚区老人クラブ連合会 老人クラブの活動促進、育成指導等 3

7 南区老人クラブ連合会 老人クラブの活動促進、育成指導等 3

8 青葉区老人クラブ連合会

6 鶴見区老人クラブ連合会 老人クラブの活動促進、育成指導等 3

4 港南区シルバークラブ連合会 老人クラブの活動促進、育成指導等 3

5 神奈川区老人クラブ連合会 老人クラブの活動促進、育成指導等 3

老人クラブの活動促進、育成指導等 4

3 保土ケ谷区老人クラブ連合会 老人クラブの活動促進、育成指導等 4

1 都筑区老人クラブ連合会 老人クラブの活動促進、育成指導等 7

2 旭区老人クラブ連合会

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



計 206 107

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

補助金 206 107 平成24年度限りの経費の減のため

―

(36) (33) (28)

単位当たり
コスト

①参加者数一人あたりのコスト（157円/人）
②種目１つあたりのコスト（264万円/種目）

算出根拠
平成23年度
87,000,000円 ÷ 555,200人 ＝ 157円／人
87,000,000円 ÷ 33種目 ＝ 264万円／種目

スポーツ交流大会、ふれあいスポーツ大会、文
化交流大会及び共通イベント等数

活動実績

（当初見込
み）

種目
32 36 33

116%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

全国健康福祉祭事業
　参加選手等（観客を含む）

成果実績 人 538,900 536,533 555,200 479170

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 112% 112%

執行率（％） 100 100 100

執行額 70 88 87

70 88 87 206 107

206 107

補正予算

繰越し等     

   

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 70 88 87

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

全国健康福祉祭開催地都道府県が行う、以下の全国健康福祉祭及びこれに関連する事業に要する経費を対象として助成する。
①健康関連イベント（スポーツ交流大会、健康づくり教室、新しいスポーツの紹介、健康フェア　等）
②福祉・生きがい関連イベント（美術展、囲碁大会、将棋大会、俳句大会、地域文化伝承館　等）
③健康、福祉・生きがい関連イベント（シンポジウム、健康福祉機器展　等）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

全国健康福祉祭開催要綱
（昭和62年10月17日厚生省発政第22号）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　本事業は、全国健康福祉祭の実施を支援することにより、健康及び福祉に関する積極的かつ総合的な普及啓発活動の展開を通じ、高齢者を
中心とする国民の健康の保持・増進、社会参加、生きがいの高揚等を図り、ふれあいと活力ある長寿社会の形成に寄与することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和63年度～ 担当課室 振興課

振興課長
川又竹男

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-2 高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生き

がいづくり及び社会参加を推進する

事業番号 425
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 全国健康福祉祭事業費 担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

　 　－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっ
ているか。

　　 ○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・事業開始前に事業計画において事業内容、経費の支出予定などを確認し、交付決定を行っており、国庫補助金の精算に当たっては、
　実績報告書により、事業実施状況、支出内容・額などについて確認している。

・今後も予算の執行状況を踏まえつつ、適正な執行及び予算額の確保を図る。

大会報告書、記録映像等を作成、後催県にも情報
提供している

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

529 482

　－

　　　　　－

　　　　　－

大会の開催費用に限定している

　昨年の第２４回くまもと大会までに参加者数が延べ
1,103万人となっており、例年、50万人を超える選手・観
客が集まるなど、高齢者の健康づくり・生きがいづくりの
ためのイベントとして効果の高いものである。

昨年度開催されたくまもと大会においては参加者が55万
人を超えるなど、例年、50万人を超える参加者が集まる
実効性の高い手段である。

見込みどおりの実績である

　今年の大会で２５回目を数え、年１回のイベントとして
定着している。主催者は開催都道府県・政令市のほか、
（財）長寿社会開発センター及び国の３者で実施してい
る。

国は主催者の１つである

　　　　　－

　　　　　－

　例年、開催都道府県等で構成される実行委員会が運
営を行っており、地方公共団体と同等のコスト削減や合
理的な支出が行われている。



※平成23年度実績

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

（大会を主催） 

A．熊本県 
 

６０９百万円 

（大会を主催） 

厚生労働省 

８７百万円 

補  助 

 Ｂ 熊本県ねんりんピック実行委員会 

６０９百万円 

負担金 

（国費分87百万円） 

大会運営 

（総合開会式・閉会式、宿泊・輸送、衛生警備等） 

負担金 

（県費分522百万円） 

大会運営費 

大会運営費 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 609 計 0

負担金 大会の開催経費 609

B.熊本県ねんりんピック実行委員会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 609 計 0

負担金 実行委員会への負担金 609

A.熊本県 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 熊本県 大会運営経費の負担 609 　 　

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
熊本県ねんりんピック
実行委員会

大会運営（総合開会式・閉会式、宿泊・輸送、衛生警備等） 609

2

3

4

5

6

7

8

9

10



計 9 9

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求

補助金 9 9

―

(2115) (2150) (2200)

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　910(円／人） 算出根拠
平成23年度老人クラブ指導者養成事業費（実績額）1,989,204円
／老人クラブリーダー等養成者数（平成23年度）

老人クラブリーダー等養成者累積数
（中央研修及びブロック研修）

活動実績

（当初見込
み）

人
2508 2271 2187

110%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

老人クラブリーダー等養成研修実施回数

成果実績 10 11 11 10

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 100% 110%

執行率（％） 100 100 100

執行額 11 9 9

11 9 9 9 9

9 9

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 11 9 9

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

各地域の老人クラブの活動を支援するため、
　都道府県・指定都市老連のリーダーや老人クラブ活動推進員、郡市区町村老連及び単位老人クラブリーダーの
　資質向上を目的とする研修会の開催、単位老人クラブの育成指導並びに都道府県・指定都市及び郡市区町村老連の
　行う活動の指導、都道府県・指定都市老連の組織・活動に関する実態調査
に必要な経費を対象として助成する。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
老人福祉法第13条

関係する計画、
通知等

全国老人クラブ連合会助成費の国庫補助について
（平成23年3月18日厚生労働省発老0318第2号）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　老人クラブは、地域を基盤とする高齢者の自主的な組織であり、高齢者を主体とする健康保持と相互の生活支援という観点か
ら、その活動や役割が今後、益々期待されていることから、全国老人クラブ連合会が当該事業を実施し、単位老人クラブ、市区町
村老人クラブ連合会及び都道府県・指定都市老人クラブ連合会が行う活動の連携やより一層の活性化を図り、高齢者の生きがい
や健康づくりを推進することにより、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上に資することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和42年度 担当課室 振興課 振興課長　川又　竹男

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-2 高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生きが

いづくり及び社会参加を推進する

事業番号 426
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 全国老人クラブ連合会助成費補助金 担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

研修の養成者は、全国の老人クラブのリーダー等として
活動している。

入力・集計業務といった、単純業務を外部の会社に発注し
ているもの。

事業開始前に事業計画において事業内容、経費の
支出予定などを確認し、交付決定を行っている。

平成21年度～23年度において、研修実施回数が毎年
10回以上、養成者累積数が、２，０００人以上となって
おり、、実行性の高い手段である。

老人クラブリーダー等養成研修を毎年、
１０回以上行っている。

活動実績は見込みに沿っている。

 -

全国老人クラブ連合会が当該事業を実施することにより、
老人クラブ等が行う活動における連携やその一層の活性化
が図られ、高齢者の生きがいや健康づくりの推進に資する
ものであることから、優先度が高い。

　都道府県・指定都市老連のリーダー等に対する
研修等であることから、国で実施すべき事業である。

 -

当該団体は老人クラブの全国団体であることから、
支出先として妥当である。

平成２２年度予算において、対前年度２割の削減を
行っており、その後も効率的な執行に努めている。

－

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

　　 -
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　　 ○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・平成２２年度予算において、対前年度２割の削減を行ったところである。

・事業開始前に事業計画において事業内容、経費の支出予定などを確認し、交付決定を行っており、国庫補助金の精算に当たっては、
　実績報告書（研修会の開催状況、内容、頻度、規模等）及び国庫補助金の使途の明細を（財）全国老人クラブ連合会から提出させ、
　事業実施状況、支出内容・額などについて確認している。

・今後も予算の執行状況を踏まえつつ、適正な執行及び予算額の確保を図る。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

531 483



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

A．全国老人クラブ連合会 
 
 
 

厚生労働省 

１１百万円 

各地域の老人クラブの活動を支援するため、老人

クラブ指導者に対する研修等を行う。 

補    助 

【 平成２１年度実績 】 

A．全国老人クラブ連合会 

１３百万円     
 
 
 

厚生労働省 

９百万円 

各地域の老人クラブの活動を支援するため、老人

クラブ指導者に対する研修等を行う。 

補    助 

【 平成２３年度実績 】 

Ｂ．ナガイシステムサービス 

０．３百万円 
 
 

実態調査に係る入力・集計業務 

随意契約 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B.ナガイシステムサービス F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 13.0 計 0

雑役務費等
中央セミナー、推進担当者セミナー会議
費等 0.1

雑役務費 実態調査に係る入力・集計業務 0.3

借料及び損
料

中央セミナー会場費、ブロック研修会場費　等 1.0

通信運搬費 ブロック研修資料送料　等 0.4

印刷製本費 中央セミナー、推進担当者セミナー資料　等 3.0

旅費

給与等 老人クラブ活動推進員設置に係る費用 7.1

中央セミナー講師旅費、交通費　等 1.1

A.全国老人クラブ連合会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 全国老人クラブ連合会 各地域の老人クラブの活動支援のための老人クラブ指導者に対する研修
等

9 　 　

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ナガイシステムサービス 実態調査に係る入力・集計業務 0.3

2

3

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 427

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 テクノエイド協会事業費 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成６年度 担当課室 振興課 振興課長　川又　竹男

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-2 高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生き
がいづくり及び社会参加を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

テクノエイド協会事業費補助金交付要綱（平成２４年４月５日
付厚生労働省発老０４０５第１２号）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　高齢者による福祉用具の誤操作、重大事故が多発していることから、利用者が使用する場面（臨床）を想定しての客観的指標に基づく安
全性・操作性（＝使い勝手等）に関する評価、公表及び情報提供を行う環境整備を推進し、福祉用具の使用にあたっての安全性、利便性を
確保する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　本事業はテクノエイド協会を事務局として、厚生労働省が別途委託する評価機関と連携し、福祉用具について利用者が使用する場面を想定した
評価を行い、優れているものを認証し、広く情報提供する。
・福祉用具の利便性（使い勝手）や安全性等の評価基準を策定する。
・厚生労働省が委託した評価機関において行った評価結果を確定し、優れている福祉用具について認証するとともに、評価結果を公表する。
・厚生労働省が委託した評価機関の育成・指導。
（補助率１０／１０）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

   

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 40 32 31 31

補正予算   

繰越し等      

40 32 31 31

執行額 38 32 31

執行率（％） 95% 100% 100%

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 84% 51%

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（２４年度）

認証件数

成果実績 件 41 32 22 61

25%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

単位当たり
コスト

（１．４百万円／件） 算出根拠
単位あたりコスト＝執行額/認証件数

１．４百万円＝（３１百万円/２２件）

認証委員会において審議される件数

活動実績

（当初見込
み）

41 32 22 ―

(63) (88) (61)

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

補助金 31 福祉用具臨床的評価事業（要介護認定情報管理・分析事業費）に一本化すること
とし、本事業を廃止としたもの。

31

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー532 484

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

△ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

廃
止

テクノエイド協会事業費については、事業の質の向上及び効率化を図る観点から廃止とし、可能な限り競争的な選定となるよう
他の事業の活用等について検討すべき。

－ 類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　
　福祉用具については、製品欠陥、誤使用による事故が多発しており、使用に際しての安全性・操作性等の確保に取り組んでいるところで
ある。これまで、事業運営に必要な委員会や会議に要する経費及び人件費等について見直し、予算額を減額してきた。
　また、メーカ説明会の開催や評価対象種目の拡充を行い、評価件数の増加に努めているところである。
　なお、事業の執行にあたっては、事業実績（内容、頻度、規模等）及び国庫補助金の使途の明細について、(公財)テクノエイド協会に実績
報告を提出させ確認を行っている。

廃
止

福祉用具に係る評価等については、平成２４年度までは、
① 安全性・機能性・操作性に関する試験や評価結果案の作成等を行う福祉用具臨床的評価実施等事業（要介護認定情報管理・
分析事業費により実施）
② 評価結果の確定・公表、評価者向けマニュアルの更新、認証用具の監視・管理等を行うテクノエイド協会事業費
により実施してきたところであるが、事業の質の向上及び効率化を図る観点から、両事業を一本化し、公募制を導入するため、本
事業費については廃止する。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

福祉用具の利便性や安全性等を確保することが重要であるが、こ
の事業によって、臨床的な観点から製品の利便性や安全性を客観
的に捉えることができ、優先度が高い事業である

福祉用具の利便性や安全性等を確保することが重要で
あるため国が実施すべきである。

－

本事業は、福祉用具に関する専門的な知見を必要とするが、テ
クノエイド協会は福祉用具の安全かつ効果的な利用を促進し、
高齢者及び障害者の福祉の増進に寄与することを目的として設
立された団体であり、これまで福祉用具の研究開発や普及に関

する実績があり、補助先として適格である。

人件費を見直すなどコストの削減に努めている。

－

結果を公表するなど活用されている。

－

事業に必要な人件費、謝金、旅費、庁費を対象経費とし
ており、実績報告書で確認している。

福祉用具の安全性等を確保するためにはこの手段が妥当と思われ
る。認証件数の増加を図るため、メーカ説明会の開催や評価対象
種目を拡充（２３年度は２種目）をしている。

年次目標に対する達成度が減少傾向にあるため、メーカ説明会の
開催や評価対象種目を拡充（２３年度は２種目）をしている。

減少傾向にあるため、メーカ説明会の開催や評価対象
種目を拡充（２３年度は２種目）をしている。

－



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

補助 

厚生労働省 

３１百万円 

A.公益財団法人テクノエイド協会 

 

 
福祉用具臨床的評価事業の実施

に係る委員会の設置・運営等 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（公財）テクノエイド協会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

人件費 事務局職員 24

庁費 印刷製本費、通信運搬費等 4

旅費 委員旅費・職員旅費 2

謝金 委員謝金 1

計 31 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （公財）テクノエイド協会
厚生労働省が別途委託する評価機関と連携し、福祉用具について
利用者が使用する場面を想定した評価を行い、優れているものを認
証し、広く情報提供する。

31   

2

3

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 428

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(　厚生労働省　)

事業名
介護保険事業費補助金（(項)高齢者日常生活支
援等推進費）

担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

厚生労働省 担当課室 老健局老人保健課
老人保健課長

宇都宮　啓

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-2　高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生きがいづ
くり及び社会参加を推進する。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
予算補助

関係する計画、
通知等

①「介護予防市町村支援事業の実施について」
　（平成１８年３月３１日老発第0331025号老健局長通知）
②「介護予防実態調査分析支援事業の実施について」

　（平成２１年６月２３日老発第0623001号老健局長通知）
③「市町村介護予防強化推進事業の実施について」

（平成２４年５月２９日老発０５２９第７号）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

①介護予防市町村支援事業
　市町村が行う介護予防に関する事業について、広域的な視点から様々な支援を行う。
②介護予防実態調査分析支援事業
　地域支援事業において実施されている介護予防事業について、より効果的・効率的な実施方法を検討する。
③市町村介護予防強化推進事業
　要支援状態となるおそれのある高齢者及び要支援者等について、必要なサービス及び自立支援に効果の高い支援の手法を明
らかにするともに、認知症高齢者に対する必要なサービス及び課題を明らかにする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①介護予防市町村支援事業
　都道府県が市町村における介護予防関連事業を支援する目的で実施する普及啓発、市区町村の担当者等の資質の向上、介護予防関連
事業の事業評価等に必要な経費を補助する。（補助率：１／２）
②介護予防実態調査分析支援事業
　効果的な実施方法を取り入れた介護予防モデル事業を実施し、その実施状況等についてデータを集積するために必要な経費を市町村に対
して補助する。（補助率１０／１０）
③市町村介護予防強化推進事業
　要支援状態となるおそれのある高齢者及び要支援者等について、家事等の応用的な日常生活動作の評価により、必要なサービスを明らか
にし、自立支援に効果の高い支援の手法を明らかにするともに、認知症高齢者に対する必要なサービス及び課題を明らかにすることに必要
な経費を市町村に対して補助する。（補助率１０／１０）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

③市町村介護予防強化推進事業 21年度 22年度 23年度 24年度

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 280 280

補正予算

繰越し等

執行額

執行率（％）

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

23年度
目標値

（　　年度）

市町村が行う事業及び地域支援事業における
介護予防事業について、支援及び効率化に向け
た検討を図ること等が本事業の目的であるた
め、定量的な成果目標を示すことは困難。

成果実績 － － － － －

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

自治体数

35 43 41

－

－

(                   ) (                )

単位当たり
コスト

5.3（百万円／自治体数） 算出根拠 219百万円／41自治体＝5.3百万円

「介護予防実態調査分析支援事業」参加自治体
数

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護予防市町村支援
事業

84 80

平
成
2
4
・
2
5
年

度
予
算
内
訳

計 364 360

市町村介護予防強化
推進事業

280 280

費　目

予算額・
執行額

（単位:百万円）

①介護予防市町村支援事業 21年度 22年度 23年度 24年度

86

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 149 120 84 84 80

補正予算

繰越し等

149 86 84

執行額 77 83 70

執行率（％） 51.7% 96.5% 83.3%

予算額・
執行額

（単位:百万円）

②介護予防実態分析支援事業 21年度 22年度 23年度 24年度

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 360 342 250

補正予算

繰越し等

360 342 250

執行額 135 329 219

執行率（％） 37.5% 96.2% 87.6%



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー533 446

評価に関する説明

①実施主体である市町村を支援する事業で優先度が高
い
②介護予防事業の効率良く行う事業で優先度が高い
①国が出来る部分は行っている
②国が出来る部分は行っている

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目

単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

①補助目的を明確にし、実施している
②補助目的を明確にし、実施している
①前年度に比べ、介護予防事業一件あたりコストが減少
した
②前年度に比べ、一件あたりコストが減少した
①おおむね合致している
②合致している

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

①補助先において公募等で競争性が確保されている
②モデル事業の中で、同じ事業を低コストで出来るかを
確認している

○

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－ 類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

①介護予防市町村支援事業
　平成24年度予算おいては、執行状況等を踏まえた事業費としたところである。引き続き事業内容及び執行実績を踏まえた予算額の精査を
図るとともに市町村が行う介護予防に関する事業の支援を行ってまいりたい。
②介護予防実態調査分析支援事業
　平成23年度予算においては、事業に要する事務経費の効率化を図り92百万円の削減を行ったところ。
　平成23年度までの事業で得られた結果を「介護予防マニュアル」に反映し、全保険者及び都道府県へ配布したところであり、介護予防施策
を効果的・効率的に行うよう活用してまいりたい。

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

第１１回省内事業仕分け平成２２年６月１７日（介護予防実態調査分析支援事業）
○ 事務・事業
改革案では不十分 4人
　① 事業を廃止（平成２３年度は実施しない） 0人
　② 国が実施する必要はなく、地方公共団体の判断に任せる ２人
　③ 国が実施する必要はなく、民間の判断に任せる 　０人
　④ 国が実施する必要はなく、その他の実施主体に任せる　０人
　⑤ 事業は継続するが、更なる見直しが必要　２人
改革案は妥当　１人
＜具体的な意見＞
【②国が実施する必要はなく、地方公共団体の判断に任せる】
・ 極めて地域に密着した課題であり、介護保険料支払の節減に強いインセンティブをもっているはず。自治体に委ねるべきである。国はいかなる事
業が、いかなるメカニズムを通じて、どの程度のコスト削減につながるのかを実証的に明らかにすることに努めるべきであろう。
【⑤事業は継続するが、更なる見直しが必要（実施方法の見直し、予算の削減など）】
・ モデル事業の費用と効果について、数値で表すこと。
・ 事業の定着化のために、モデル事業で「どのように展開すべきか」をより研究して下さい。そして、種々の事例を示すことが大切と思います。
【改革案は妥当】
・ この事業は妥当である。将来、家庭医（家庭保健師）が各家庭の健康に関わることが好ましい。その場合には、自治体の役割も変わるのではない
か。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

厚生労働省  ７０百万円 

 市町村支援の実施内容等の策定 

Ａ．和歌山県（都道府県 計４３ヶ所） ７０百万円 

【補助】 

  市町村支援事業の実施 

①介護予防市町村支援事業 

厚生労働省  ２１９百万円 

 介護予防モデル事業の実施内容等の策定 

Ｇ．和光市（市町村計４１か所）２１９百万円 

【補助】 

  介護予防モデル事業の実施 

②介護予防実態調査分析支援事業 

Ｂ． 

和歌山県 

地域介護 

普及センター 

２．９百万円 

【公募 委託】 

従事者研修事業 

【公募 委託】 

Ｈ．地域包括支援センター ２５．６百万円 

  運動器疾患対策プログラム、複合プログラムの実施 

Ｃ． 

和歌山県 

社会福祉 

協議会 

２．１百万円 

Ｅ． 

和歌山県国民 

健康保険団体 

連合会 

１．５百万円 

 事業評価事業 従事者研修事業 

Ｄ． 

和歌山県立 

医科大学 

 

１．７百万円 

普及啓発事業 

 

和歌山大学 

 

０．９百万円 

 

梅花女子大学 

 

０．４百万円 

Ｆ． 

和歌山県 

社会福祉会 

１．１百万円 

 

和歌山県 

歯科医師会 

０．８百万円 

 

和歌山県 

栄養士会 

０．８百万円 

普及啓発事業 普及啓発事業 普及啓発事業 従事者研修事業 従事者研修事業 



Ａ.和歌山県 E.和歌山県国民健康保険団体連合会

費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委託費 従事者研修事業 6.6 役務費 介護予防・介護保険データベースシステム運
用

1.5

委託費 普及啓発事業費 4.2

委託費 事業評価事業 1.5

謝金 講師謝金(従事者研修事業） 0.0

旅費 講師旅費(従事者研修事業） 0.0

使用料及び
賃借料

講師謝金(従事者研修事業） 0.0

計 12.3 計 1.5

Ｂ．和歌山県地域介護普及センター F.和歌山県社会福祉会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務費 市町村職員向け研修、介護予防事業
所職員向け研修

1.6 役務費 地域包括支援センター連携強化会議事業 0.4

謝金 講師謝金（市町村職員向け研修、介
護予防事業所職員向け研修）

0.8 謝金 講師謝金（地域包括支援センター連携強化会
議事業）

0.4

使用料及び賃借料
市町村職員向け研修、介護予防事業
所職員向け研修

0.3 旅費 講師旅費（地域包括支援センター連携強化会
議事業）

0.3

旅費 講師旅費（市町村職員向け研修、介
護予防事業所職員向け研修）

0.2 使用料及び賃借料
会場・設備使用料（地域包括支援センター連
携強化会議事業）

0.1

計 2.9 計 1.2

C.和歌山県社会福祉協議会 Ｇ.和光市

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

謝金 講師謝金（介護予防活動ボランティア
養成研修）

1.7 委託費 モデル事業実施 25.6

役務費 介護予防活動ボランティア養成研修 0.2 役務費 血液検査、ＰＥＴ検査委託 0.2

旅費 委員等旅費（介護予防活動ボランティ
ア養成研修）

0.2

使用料及び賃借料 介護予防活動ボランティア養成研修 0.0

計 2.1 計 25.8

D.和歌山県立医科大学 Ｈ.地域包括支援センター

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

役務費 運動器疾患対策プログラム、複合プログラム
の実施

25.6

役務費 認知症予防事業、高齢者運動器疾患
予防対策プログラム普及事業

1.4

旅費 講師旅費（認知症予防事業、高齢者
運動器疾患予防対策プログラム普及

0.3

計 1.7 計 25.6



支出先上位１０者リスト①介護予防市町村支援事業
A

支　出　先 業　務　概　要

和歌山県 市町村支援事業の実施

福岡県 市町村支援事業の実施

熊本県 市町村支援事業の実施

高知県 市町村支援事業の実施

静岡県 市町村支援事業の実施

長崎県 市町村支援事業の実施

愛知県 市町村支援事業の実施

千葉県 市町村支援事業の実施

島根県 市町村支援事業の実施

北海道 市町村支援事業の実施

B

支　出　先 業　務　概　要

従事者研修事業の実施

C

支　出　先 業　務　概　要

和歌山県社会福祉協議会従事者研修事業の実施

D

支　出　先 業　務　概　要

和歌山県立医科大学 普及啓発事業の実施

E

支　出　先 業　務　概　要

事業評価事業の実施

F

支　出　先 業　務　概　要

和歌山県社会福祉会 従事者研修事業の実施

支出先上位１０者リスト②介護予防実態調査分析支援事業
G

支　出　先 業　務　概　要

和光市 介護予防モデル事業の実施

大府市 介護予防モデル事業の実施

長崎市 介護予防モデル事業の実施

出雲市 介護予防モデル事業の実施

東大阪市 介護予防モデル事業の実施

福島市 介護予防モデル事業の実施

山鹿市 介護予防モデル事業の実施

壱岐市 介護予防モデル事業の実施

橋本市 介護予防モデル事業の実施

横手市 介護予防モデル事業の実施

H

支　出　先 業　務　概　要

地域包括支援センター 運動器疾患対策プログラム、複合プログラムの実施

1 25.9 － －

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

9 7.3 － －

－ －

5

10 6.7 － －

7 8.5 － －

8 8.1

9.9 － －

6 8.6 － －

3 12.6 － －

4 11.0 － －

2 25.0 － －

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 5.8 － －

1 7.6 － －

4 4.6 － －

3 5.1 － －

6 3.8 － －

5 4.2 － －

8 2.7 － －

7 3.4 － －

10 1.9 － －

9 2.2 － －

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 2.9 1 －
和歌山県地域介護普及
センター

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 2.1 1 －

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 1.7 1 －

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 1.5 1 －
和歌山県国民健康保険
団体連合会

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 1.1 1 －

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 25.6 1 －



―

―

包括的支援事業及び
任意事業

48,644 48,644

費　目 24年度当初予算 25年度要求

二次予防事業参加者延べ人数
（通所型介護予防事業＋訪問型介護予防事業）

一次予防事業参加者延べ人数
（介護予防普及啓発活動＋地域介護予防活動支援事業）

人

人

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計 64,170 64,170

主な増減理由

介護予防事業又は介
護予防・日常生活支援

総合事業
15,526 15,526

(2,364,873)

(10,536,040) (10,630,864)

単位当たり
コスト

○二次予防事業
         　　　　　　　1,545　（円／　1人1回　）

○一次予防事業
　　　　　　　　　　　　　432　（円／　1人1回　）

算出根拠

【平成22年度実績】

○二次予防事業
1,545円＝交付金執行額（3,588百万円）÷二次予防事業参加延べ人数
（2,322,873人）

○一次予防事業
432円＝交付金執行額（4,507百万円）÷一次予防事業参加延べ人数
（10,442,061人）

9,620,449

(2,343,779)

活動実績

（当初見込み）

活動実績

（当初見込み）

調査中

2,603,726 2,322,873

23年度

10,442,061

調査中

調査中

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（24年度）

二次予防事業参加者の状態の改善率
成果実績 人 66,342 67,172 調査中 －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 46 43

執行率（％） 94% 96% 99%

63,755 64,118 62,170 64,170 64,170

執行額 60,028 61,307 61,485

繰越し等

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 67,855 69,792 64,170 64,170 64,170

補正予算 ▲ 4,100

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

▲ 5,674 ▲ 2,000

計

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

介護保険における被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態又は要支援状態となった場合においても、
可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう、介護予防事業、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業及び任
意事業を行うことの支援を目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

○介護予防事業・・・要支援・要介護状態の予防、軽減、悪化防止のためのサービス提供等を行う事業を実施するもの。
○介護予防・日常生活支援総合事業…要支援・要介護状態の予防、軽減、悪化防止及び地域における自立した日常生活の支援のための施策を
総合的かつ一体的に行うもの。
○包括的支援事業及び任意事業・・・地域包括支援センターを設置し、地域支援の総合相談、介護予防ケアマネジメント、包括的・継続的ケアマネ
ジメント等を実施するとともに、地域の実情に応じた様々な任意事業を市町村において行うもの。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　■負担　　　　　■交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-2　高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生き

がいづくり及び社会参加を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

介護保険法115条の45
介護保険法施行規則第37条の13

関係する計画、通
知等

地域支援事業実施要綱
地域支援事業交付金交付要綱

作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成18年度・未定 担当課室 振興課・老人保健課

振興課長　川又竹男
老人保健課長　宇都宮啓

事業番号 429

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 地域支援事業交付金 担当部局庁 老健局



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

介護予防事業の推進により要介護者等の増加を防止

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

　※類似事業名とその所管部局・府省名

高齢者の介護予防、日常生活を支援していく義務的経
費

法令上、地域支援事業に要する費用の一部を国が負担
することとなっている。

平成２３年度は執行率９９％となっている

現
状
通
り

－

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となって
いるか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

成果目標に対する達成度は横ばいとなっている

概ね見込みに合ったものとなっている

　毎年度、交付先から提出される事業実績報告等により支出内容及び事業実施内容等を確認しているが、
更なる事業の効率化を図るため、行政刷新会議の結果を踏まえた事業内容等の見直しを図っているところである。
　引き続き事業内容及び執行実績を踏まえた予算額の精査を図ることとしている。

－

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

交付要綱において交付対象経費を具体的に規定

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度の行政刷新会議再仕分けにおいて、
○評価結果
「予算要求の縮減(その他)
①国の事業として廃止 １名　②来年度の予算計上は見送り 3 名　③予算要求縮減 7 名（a.半額 1 名　b.1/3 程度を縮減 3 名　c.その他 3 名）　④予
算要求通り １名」
○とりまとめコメント
「評価結果がかなり別れたが、前回の仕分け結果同様に、予算要求の縮減、そして縮減割合については判定不能としたい。
相当数の評価者に共通しているコメントとしては、事業の効果の検証が不十分ではないか、あるいは、対象者をより明確化すべきではないか、というも
のであった。
個別の意見としては、明確に介護予防に有効な運動器具や運動方法など、海外の事例を参考にしながら見直していくべきであるとか、第５期介護保
険事業計画期間に合わせて根本的な再検討をすべきであるというものがあった。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

534 486



※

↓

保険者（市町村等）

↓

【保険者が実施する地域支援事業を推進するための支援を行う】

(1,584保険者に対し、計61,485百万円を交付）

介護予防を推進するとともに、地域における包括的・継続的なマネジメント機能を強化する観点から、市町村において介護予防事業等を実施する。

①～⑤の財源により、介護予防事業を実施
①～④の財源により、包括的支援事業及び任意事業を実施

厚生労働省

（費用負担者） 国 都道府県 市町村 1号保険料

図式

2号保険料

① ② ③ ④ ⑤

=

※平成23年度実績を記入

※地域支援事業費交付金事業の流れ

○負担割合
　・介護予防事業
　　　国・・・25％
　　　都道府県・・・12.5％
　　　市町村・・・12.5％
　　　1号保険料・・・20％
　　　2号保険料・・・30％
　・包括的支援事業及び任意事業
　　　国・・・40％
      都道府県・・・20％
　　　市町村・・・20％
　　　1号保険料・・・20％

A 



介護予防事
業費

要支援・要介護状態の予防、軽減、悪
化防止のためのサービスの提供を行
う事業にかかる費用

95

包括的支援
事業及び任

意事業

地域支援の総合相談、介護予防ケア
マネジメント、包括的・継続的ケアマネ
ジメント等の実施や、地域の実情に応
じた様々な市町村の任意事業にかか
る経費

1,565

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,660 計 0

A.横浜市 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

10 福岡市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 559 　 　

9 さいたま市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 565 　 　

8 川崎市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 576 　 　

7 北九州市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 639 　 　

6 札幌市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 669 　 　

5 京都市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 808 　 　

4 神戸市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 875 　 　

3 名古屋市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 931 　 　

2 大阪市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 1,573 　 　

1 横浜市 介護予防事業・包括的支援事業及び任意事業 1,660 　 　

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 430

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 介護給付等費用適正化事業 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成20年度 担当課室 介護保険計画課

介護保険計画課長
度山　徹

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営
等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

介護保険法第１２２条の２、第１２３条、第１２４
条、第１２６条

関係する計画、
通知等

「第２期（平成２３年度～平成２６年度）介護給付適正化計画」に関する指針について

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

利用者に対する適切なサービスの確保や、不適切な給付の削減が図られることにより、介護保険制度の信頼感を高めるとともに、
介護給付費や介護保険料の増大を抑制することを通じて、持続可能な介護保険制度の構築に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

上記目的を達するため、国、都道府県、保険者（実施主体）が連携して主要5事業を行っている。
①認定調査状況チェック･･･ケアマネ等に委託して行った認定の変更等に係る調査内容をチェックする。
②ケアプラン点検･･･事業所への訪問調査等により、ケアプラン内容の点検及び指導を行う。
③住宅改修等の点検･･･住宅改修費申請時に、請求者宅の実態確認、工事見積書の点検等を行う。
④医療情報との突合等･･･入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や提供されたサービスの整合性を確認する。
⑤介護給付費通知･･･利用者本人（又は家族）に対して、サービスの請求状況及び費用等について通知する。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 611 768 706 706 706

補正予算

繰越し等

611 768 706 706 706

執行額 557 674 692

執行率（％） 91.2% 87.8% 95.8%

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

23年度
目標値

（　　年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　効果額
※国保連合会の介護給付適正化システムによ
る過誤調整の額。

　適正化事業のためのシステム運用経費として
　国保中央会に以下の金額を交付している。
平成21年度・・・391百万円
平成22年度・・・248百万円
平成23年度・・・180百万円

成果実績 百万円 4,854 4,351 精査中 －

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

％
99.4 99.4 精査中

－

―

( 100%  ) ( 100%  ) ( 100%  ) ( 100%  )

単位当たり
コスト

１実施保険者あたりの事業費＠４２７千円 算出根拠 ６７４百万円(平成２２年度執行額)／１５８０市町村(事業実施保険者数)

                       適正化事業実施率
                 （実施保険者数/全保険者数）
※主要5事業のうち、1つ以上事業を行っている
保険者の実施率

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護給付等費用適正
化事業費 706 706

－

706 706

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

－

－

適正化業務を実施しうるものとして、概ね妥当な範囲で
の補助を行っている。

メニューとして５事業を示しており、多面的に事業を行っ
ている。

ほぼ全国すべての保険者で実施されており事業費以上
の成果実績が上がっている。

ほぼ全国すべての保険者で実施されており事業費以上
の成果実績が上がっている。

－

介護保険運営の適正化が確保されることは、介護保険
の信頼性を高め、制度をより安定的なものとし、国民の
老後を保障するものとして極めて重要である。

給付費の適正化はひいては国庫負担の適正化にもつな
がるものである。

－

－

事業費以上の成果実績が上がっており、妥当である。

－

535 0487

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　保険者においては、例えば、介護給付費通知における通知書作成に係る委託、ケアプラン点検における専門職員の雇入等により、主要５
事業の取組を進めているところであり、着実に適正化事業実施率も向上していることから、引き続き当該事業の推進を図ることとする。

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー（公開プロセス）　第３日目（H22.6.10）

【事業番号・事業名】535　介護給付等費用適正化事業
【外部有識者による評価結果】事業は継続するが、更なる見直しが必要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（廃止 １名、一定期間経過後廃止 １名、自治体 1名、民間／その他 ０名、継続 ５名）
【とりまとめコメント】
結論としては、「事業は継続するが、更なる見直しが必要」である。
国、都道府県、保険者の役割を改めて整理したうえで、国が負担して行うべきものは何か議論するべき、との意見が多くあった。
また、システムの活用による、より効率的で効果的な方法があるのではないかとの疑問の声もあった。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

○介護給付等費用適正化事業の流れ 

○負担割合 

  ・国・・・40% 

  ・都道府県･･･20% 

  ・市町村･･･20% 

  ・1号保険料･･･20% 

 市町村     国  都道府県  1号保険料 

 
厚生労働省 

692百万円 

【保険者が実施する介護給付等費用適性化事

業を推進するために支援を行う】 

       A  保険者 

         （市町村等） 

【各都道府県が策定した「介護給付適正化計画」に基

づき介護給付費の適性化事業の取り組みを行う】 

（692百万円） 

（1,580保険者） 

【平成23年度交付決定】 

【 交付 】 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. （枚方市） E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

需用費 介護給付費通知書作成費用等 6

人件費
ケアプランチェック、医療情報との突
合に従事する嘱託職員、賃金事務補
助員に係る費用

5

役務費 介護給付費通知書送付費用等 4

調査費 住宅改修実地に係る調査費 4

計 19 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 枚方市 介護給付等費用適正化事業 19

2 神戸市 介護給付等費用適正化事業 16

3 北九州市 介護給付等費用適正化事業 14

4 大阪市 介護給付等費用適正化事業 13

5 京都市 介護給付等費用適正化事業 12

6 広島市 介護給付等費用適正化事業 11

7 加古川市 介護給付等費用適正化事業 8

8 横浜市 介護給付等費用適正化事業 8

9 姫路市 介護給付等費用適正化事業 8

10 長崎市 介護給付等費用適正化事業 7



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計 328 311

職員旅費等 6 7

庁費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

褒賞品費 250 236 執行状況等を踏まえたことによる削減

72 68

―

（25,000） （26,500） (                )

単位当たり
コスト

（8,613円／1人あたりの銀杯及び祝状費用） 算出根拠 銀杯及び祝状費用（215百万）/23年度贈呈人数（24,952人）

祝状及び銀杯の贈呈者数

活動実績

（当初見込
み）

人数
21,603 23,269 24,952

100%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（24年度）

祝状及び銀杯の贈呈者数

成果実績 人 21,603 23,269 24,952 28,144

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 100% 100%

執行率（％） 86.10% 75.18% 88.17%

執行額 211 209 246

245 278 279 328 311

328 311

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 245 278 279

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

老人の日記念行事として、本年度中に百歳に到達する方を対象に、内閣総理大臣から祝状及び記念品を贈呈する事業等を
実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
―

関係する計画、
通知等

老人の日記念百歳高齢者に対する祝状および記念品の贈呈要綱　等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

百歳を迎えられた方々の長寿を祝い、かつ多年にわたり社会の発展に寄与してこられたことに感謝するとともに、広く国民が
高齢者の福祉についての関心と理解を深めること等を目的としている。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和38年度 担当課室 総務課・高齢者支援課・振興課

総務課長　福本浩樹
高齢者支援課長　深澤典

宏
振興課長　川又竹男

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-2　高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、生きがい

づくり及び社会参加を推進する

事業番号 431

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 高齢者の日常生活支援の推進に必要な経費 担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっ
ているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　一般競争入札や贈呈対象者の事前調査等により、効率的に事業を実施しているところである。今後ともこれらを行うことにより、引き続き効率的な
事業の実施に努めてまいりたい。

－

- 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

536 488

百歳を迎えられた方々の長寿を祝い、かつ多年にわたり社会
の発展に寄与してこられたことに感謝するとともに、広く国民
が高齢者の福祉についての関心と理解を深めること等を目的
としているため、ニーズがあり、また優先度も高い。

　「老人の日記念贈呈」については内閣総理大臣より祝状・記
念品が贈呈されることとなっているため、国が実施するべきで
ある。

一部調達において一般般競争入札の落札方式にて業者選定
を行っているためである。

一部随意契約である。
　「老人の日記念贈呈」の祝状については、内閣総理大臣名
で行っており、（独）国立印刷局が取り扱っている所定の用紙
を用いる必要があるため、随意契約により、当該（独）国立印
刷局より、所定の用紙を購入している（約９百万円）。その他
については、少額の随意契約。

一般競争入札を積極的に取り入れ、削減に努めている。

-

－

-

-

－

毎年対象者全員に対して祝状・記念品を贈呈することができ
ているため、実効性の高い手段であるといえる。

毎年対象者全員に対して祝状・記念品を贈呈することができ
ている。

毎年対象者全員に対して祝状・記念品を贈呈することができ
ているため見合っている。

-



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 

２１６百万円 

Ａ． （有）タケマエ 

１．９百万円 

Ｄ． （独）国立印刷局 

８．７百万円 

Ｂ． （株）小田急百貨

店 

２０１．７百万円 

Ｃ． 協新流通デベロッ

パー（株） 

０．９４百万円 

Ｅ． 大和綜合印刷

（株） 

０．９８百万円 

Ｆ． （有）アール企画 

１．７百万円 

【一般競争入札】 

老人の日記念の贈呈祝状

を入れる紙筒の製造 

【一般競争入札】 

老人の日記念の贈呈銀杯

の製造 

【随意契約】 

銀杯と紙筒をセットし、各自

治体へ配送 

【随意契約】 

老人の日記念の贈呈祝状

用紙の製造 

【一般競争入札】 

老人の日記念の贈呈祝状

用紙の揮毫 

【随意契約】 

老人の日記念の贈呈祝状

用紙の印刷 

事務費 ３０百万円 

Ｇ 事務費 

３０百万 



計 1.7 計 0

制作費 老人の日記念贈呈の祝状用紙への揮
毫

1.7

F.（有）アール企画

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 8.7 計 0

購入費 老人の日記念の贈呈祝状用紙製造 8.7

D.（独）国立印刷局

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 201.7 計 0.0

購入費 老人の日記念の贈呈銀杯製造 201.7

B.（株）小田急百貨店

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.9 計 0

購入費 老人の日記念の贈呈祝状を入れる紙筒
製造

1.9

A.（有）タケマエ

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

F.

単価契約1 （有）アール企画 老人の日記念贈呈の祝状用紙への揮毫 1.7 3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大和総合印刷（株） 老人の日記念の贈呈祝状用紙の印刷 0.98 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （有）タケマエ 老人の日記念の贈呈祝状を入れる紙筒製造 1.9 3 94.8

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）小田急百貨店 老人の日記念の贈呈銀杯製造 201.7 2 91.8

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 協新流通デベロッパー（株） 銀杯と紙筒をセットし、各自治体へ配送 0.94 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （独）国立印刷局 老人の日記念の贈呈祝状用紙製造 8.7 随意契約



予算額・
執行額

（単位:百万円）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　　【別添１参照】

　　【別添１参照】

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業番号 0432

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

事業名 老健局 作成責任者担当部局庁

○介護保険施行企画指導費
・介護保険事業状況報告（年報・月報）作成経費→【事業報告】
・介護政策評価支援システム経費→【政策評価】
・介護支援専門員名簿管理支援システム等整備経費→【名簿管理】

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

　【事業報告】　―
　【政策評価】　介護政策評価支援システムの運用について
　【名簿管理】　―

事業開始・
終了(予定）年度

【事業報告・政策評価】　介護保険計画課
【名簿管理】　振興課――

介護保険計画課　度山 徹
振 興 課　　川又　竹男

会計区分
Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必
要とする高齢者を支援する

　【事業報告】　平成１２年度
　【政策評価】　平成２３年度
　【名簿管理】　平成１７年度

施策名

関係す
る計画、
通知等

21年度 22年度 23年度 24年度

0 00

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 377 249 229 283 270

補正予算

繰越し等 0 0 0 0

0

377 249 229 283 270

執行額 185 174 156

執行率（％） 49.1% 69.9% 68.1%

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

【別添２参照】

成果実績 － － － －

達成度

単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

目標値
（　　年度）

－

単位当たり
コスト

【別添２参照】 算出根拠

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

－

23年度

活動指標

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

【別添２参照】

活動実績

（当初見込
み）

(目)諸謝金 7 8 ・24年度限り経費の減（システム開発関係）
6 6 ・新規事業（認知症施策啓発広報）の増　　　　等

82

6 6.0
(目)委員等旅費 7 10

計 283 270

(目)庁費 117 159
(目)社会保障関係情報化業務庁費 140

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内

訳

【事業報告】介護保険法第197条の2
【政策評価】介護保険法第120条
【名簿管理】介護保険法第69条の2第1項
　　　　　　介護保険施行規則第113条の7第2項

一般会計

担当課室

―

(                   ) (                   ) (                )

(目)監査旅費
(目)職員旅費



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

【事業報告】　介護保険法等に基づく報告事務について、報告及び集計に要する業務の簡素化・効率化を行うために当該情報システムが運
用されており、保険者及び都道府県が引き続きこれを円滑に利用することができるようにする。

【政策評価】　適切な方法によって選定された民間事業者において、適切に業務が執行されている。今年度は都道府県、保険者に対して利
用申請率の向上に向けた取り組みを行う。

【名簿管理】　介護保険制度の中枢である介護支援専門員の登録システムの適正な運用が継続されている。

537 0489

介護保険事業の実施状況を国民へ情報提供し、介護保険事
業が円滑に実施されるために必要な事業である。

全国における介護保険事業の実施状況を把握し、自治体の実施する
介護保険事業を支援するためには国が実施する必要がある。

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

― 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。○

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

― 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、介護保険制度の円滑な運営に資する事業であり、必要性の観点からの評価について概ね妥当であることか
ら、引き続き必要な予算措置に努めること。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○

点
検
結
果

自治体との連携・協力により、活動実績は見込みと見合ったも
のとなっている。

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

―
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

介護保険事業の実施状況の集計結果については厚生労働省ＨＰ等で公表して
いる。また、自治体における介護保険事業の円滑な実施を支援している。

一般競争入札等により調達しているため、参加業者の状況等
により、金額の変動が大きいことが考えられる。

一般競争入札等により調達を行っており、支出先の選定は適
正に行われている。

広く国民に介護保険事業の実施状況を情報提供し、自治体の実施する介護保
険事業を支援することを目的としているため、受益者の負担はない。

各システムの運用・保守等を行うにあたり、必要な費用・使途
であると考えている。

介護保険事業の実施状況を広く周知すること、自治体の介護保険事業を支援
することを目標とし、着実に達成されているものと考えている。

厚生労働行政総合情報システム（WISH）を活用する等、自治
体との情報のやりとりは実行の高い手段となっている。

関連する過去のレビューシートの事業番号

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

事業所管部局による点検



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 

２１百万円 

○介護保険事業状況報告（年報・月報）作成経費 

Ｂ社 

２百万円 

情報システムにかかる保守料・修繕費 
冊子の印刷、製本 

（『介護保険事業状況報告年報』） 
冊子の運搬 

（関係団体等へ配布） 

情報システムの保守運用、法改正等による調査項目の改定、 

各種調査結果の集計及び公表 

Ａ社 

７．９百万円 

システムの運用支援・保守等 

○介護政策評価支援システム経費 

厚生労働省 

７．９百万円 

Ｄ社 

６．５百万円 

厚生労働省 

６．５百万円 

○介護支援専門員名簿管理支援システム等整備経費 

Ｃ社 

０．２百万円 

Ａ社 

１９百万円 

介護政策評価支援システムの

運用支援・保守、データセンタ

変更に伴う移設作業 

システムの運用支援・保守等 

介護支援専門員名簿管理シス

テムの保守運用 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A社 Ｄ社

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

役務費 介護保険事業状況報告システムの運
用経費（保守料・修繕費）

19.0 物品・設備調達費 データセンター使用費用 1.9

人件費 システム管理費 1.7

物品・設備調達費 ライセンス費用 1.5

人件費 その他 0.8

物品・設備調達費 その他 0.4

その他 消費税 0.2

計 19.0 計 6.5

B社 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷製本費 冊子の製本、印刷代等 2.0

計 2.0 計 0

C社 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

通信運搬費 冊子の梱包、運搬 0.2

計 0.2 計 0

A社 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

役務費 介護政策評価支援システムの運用支
援・保守等業務委託

7.9

計 7.9 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

5

6

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 Ａ社
介護保険事業状況報告システム保守・支援・改修業務
介護政策評価評価支援システムにかかる運用支援・保守等 26.9

2 Ｄ社 介護支援専門員名簿管理支援システムの運用保守業務 6.5

3 Ｂ社 『介護保険事業状況報告（年報）』印刷製本 2.0

4 Ｃ社 『介護保険事業状況報告（年報）』梱包・発送一式 0.2

5

6

7

8

9

10



【　別　添　１　】

（事業報告）

（政策評価）

（名簿管理）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

保険者（市町村）が行う介護事業の政策評価を支援するため「介護政策評価支援システム」を運用し、制度の安定運営を図ることを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

各保険者（市町村）が、保険給付と保険料のバランス分析等を行うことが出来る「介護政策評価支援システム」を利用し、介護保険制度運営の自己分析及び政
策評価を行えるよう、その稼働に必要な保守管理を行うもの。

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

（１）各都道府県における介護支援専門員登録事務の円滑化及び介護保険指定等事務の適正化を支援し、介護保険サービスの質の確保を図るため、各都道
府県がそれぞれに管理する介護支援専門員の登録情報（氏名、登録番号等）及び介護保険事業者の指定取消情報（名称・代表者・役員情報等）を都道府県で
共有するための「介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム」の運用保守を行う。（２）ポータルサーバの更改時期を迎えており、適正な動作環境を確
保するため、ポータルサーバの更新を行う。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

（１）本システムを運用するにあたって、国において中央ポータルサーバ及びアプリケーションの運用保守を行うとともに、各都道府県に対する技術的な支援（照
会対応等）を行う。（２）適正な動作環境を確保するためには、ポータルサーバ及び都道府県サーバの互換性が必要であるが、現行のポータルサーバ及び都道
府県サーバの多くが更改時期を迎えていることから、ポータルサーバの更改を行い、都道府県サーバ更改後の互換性を保持する。

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

介護保険制度の施行に伴い、介護保険事業の実施状況を把握し、今後の介護保険制度の円滑な運営に資するための基礎資料を得ることを目的とする。

全国の保険者（１，５８０保険者、２３年度末）を対象に、第１号被保険者数、要介護（要支援）認定者数、サービス受給者数、給付費等の実績報告を行い、集計
結果をインターネット上で公表している。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）



【　別　添　２　】

（事業報告）

（政策評価）

（名簿管理）

(556,000)

単位当たり
コスト

　（47.6円／介護支援専門員1人当たりの年間コスト） 算出根拠
ポータルサーバ更改経費／5年間の介護支援専門員登録延件数＋運用保守
業務経費／平成24年4月介護支援専門員登録件数

活動実績

（当初見込
み）

480,304 509,007 531,336 －

人 － － －

－ － 37.5% －

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標

当該事業は、都道府県で登録・管理される介護支援専門員
及び介護保険事業者の情報を、円滑かつ適正に都道府県
において共有することを目的とした事業である。当該事業
のアウトカムは、都道府県において、情報の管理・共有が
適正な環境において行われることである。したがって、定量
的な成果目標を設定しているものではない。

達成度

23年度 24年度活動見込

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

当該システムで登録されている介護支援専門員数５３１，３
３６人（平成24年4月時点）

－ －

％ － － －

単位

成果実績 － － －

21年度 22年度

単位 21年度 22年度 23年度
目標値

（　　年度）

達成度

システム利用申請率：（申請保険者/全保険者）
Ｈ23年度 ： 37.5% 活動実績

（当初見込
み） ％ － －

22年度

本事業は、保険者（市町村）がシステムを利用し、介護保険
制度運営の現状を分析・把握するためのものであるため、
成果を数値で定量的に示すことのできる指標はないところ
である。

成果実績 －

－ (42.0%)

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

23年度 24年度活動見込

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度 22年度

－ － －

－

23年度
目標値

（　　年度）

－ － －

24年度活動見込

本事業は、全国の介護保険事業の実施状況を把握するた
めの情報システムにかかる保守・改修等に関する経費であ
るため、成果として数値を定量的に示すことができる指標
はないところである。

活動実績

（当初見込
み）

－ － － －

－ －

達成度 －

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度

－

23年度
目標値

（　　年度）
本事業は、全国の介護保険事業の実施状況を把握するた
めの情報システムにかかる保守・改修等に関するものであ
るため、成果として数値を定量的に示すことができる指標
はないところである。

成果実績 － － － － －

－ －

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度 22年度

％ －

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度

％ －



32.3 ・ユニットケア指導者養成研修、介護相談員指導者養成研修を廃止としたため。

計 199.9 126.9

平
成
2
4
・
2
5

年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護保険事業費補助金 95.3 94.6

介護サービス指導者養
成研修等委託費

104.6

執行率（％） 71% 76.0% 77.6%

執行額 86.0 168.9 146.4

計 121.2 222.3 188.8 199.9 127

- － －

繰越し等 - - － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 121.2 222.3 188.8 199.9 127

補正予算 -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　【別添１参照】

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　介護保険事業の見直しや新たな行政課題に対応するため、特に専門的な知見や一定の質の確保が必要な事業における都道府県研修の指導者等
の養成、要介護認定の適正な実施の重要性に鑑みた認定調査員、介護認定審査会委員、及び主治医等に対する研修の実施により、質の高い介護
サービスの全国展開を促進し、もって介護保険制度の円滑かつ適正な実施を図ることを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

ア　①平成22年度～平成28年度　②平成22年度～平成24年度
　　③平成22年度～平成25年度　④平成23年度～平成25年度

イ　平成11年度

担当課室
高齢者支援課

振興課
老人保健課

高齢者支援課長　深澤典宏
振興課長　川又竹男

老人保健課長　宇都宮啓

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1　医療･介護一体改革の推進､介護保険制度の適切
な運営等を通じて､介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 433

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 介護サービス指導者等養成・認定調査員研修等事業 担当部局庁 厚生労働省老健局 作成責任者

成果指標 単位 21年度 22年度

％

23年度
目標値

（　　年度）

【別添２参照】

成果実績

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

【別添２参照】 算出根拠

【別添２参照】

介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業（指導者講

習）は平成23年度限り（平成22年度はモデル事業、平成24年度以降は

社会・援護局へ移管） 



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

縮
減

・ユニットケア指導者養成研修事業
・介護相談員指導者養成研修事業
　→　廃止
・地域包括ケア推進指導者養成事業
　→　24年度を持って終了。
・介護支援専門員研修改善事業
　→　効率的な運営となるよう、予算額を減額の上、事業内容を見直し（見直しに当たっては「介護支援専門員の資質向上と今後の在り方
に関する検討会」における介護支援専門員の養成・研修課程や資格のあり方に係る検討結果を踏まえる。）
・認定調査員等研修事業
　→　予算額を減額の上、公開プロセス委員の指摘を踏まえる（介護認定審査会委員研修に重点化）等、必要な見直しを行う。

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

ア　介護サービス指導者等養成研修等事業
【①～③】

行政刷新会議「事業仕分け」（第一弾）

【事業番号・事業名】事業番号２-27(1) 介護サービス適正実施指導事業
【ＷＧの評価結果】実施は各自治体
                      （廃止 ４名 自治体/民間 ６名 予算計上見送り １名　予算要求縮減 １名 うち 予算半額 １名 １/3 縮減 ０名 その他 ０名）
【とりまとめコメント】
（１）について、第２WG の結論としては、「実施は各自治体で行う」としたい。
研修、啓蒙活動は、現場に直接資金が渡るようにすべきで、国が関与すべきではない、都道府県に任せるべきである、との意見が多くあった。
また、研修の内容についても都道府県に任せても良いのではとの意見があった。

関連する過去のレビューシートの事業番号

537・539 489・491

予算監視・効率化チームの所見

抜
本
的
改
善

本事業については、行政事業レビュー公開プロセスでの評価結果を踏まえ、事業対象を限定・重点化し、予算を縮減すべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
修了者は指導者として、全国の地域における研修講師等を担ってい
る。

点
検
結
果

ア　介護サービス指導者等養成研修等事業
　　当該事業については、企画競争又は、一般競争入札を行っており、効率的に事業を実施しているところである。
　　それぞれの事業の検討課題については、以下のとおり。
　　①【ユニットケア指導者養成研修事業】
　　　・近年の受講状況を見ると､年次目標に対する達成度が減少傾向にあるため､平成28年度目標達成（250人養成）へ向け検討する必要がある｡
　　②【地域包括ケア推進指導者養成事業】
　　　・全ての地域包括支援センターに対する研修が、平成２４年度で終了予定であるが、地域包括ケアシステムを構築する有効な手段として
　　　､国として平成２４年度より多職種協働による「地域ケア会議」を推進しているところであり､今後は「地域ケア会議」を推進するコーディネーター
　　　の育成が重要となってくる。
　　③【介護相談員指導者養成研修事業】
　　　・近年の受講状況を見ると､年次目標に対する達成度が減少傾向にあるため､平成25年度目標達成（2千人養成）へ向け検討する必要がある｡
　　④ 【介護支援専門員研修改善事業】
　     ・国において平成24年度にガイドラインを策定し、各都道府県において平成25年度から当該ガイドラインを活用した研修を行うこととしているが、
       現在、「介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上と今後のあり方に関する検討会」において、介護支援専門員の養成・研修課程や資格
　　　の在り方について議論を進めており、当該検討会における議論の結果を踏まえた事業内容の見直しを検討する必要がある。

イ　認定調査員等研修事業
　　　・平成２３年度において、予算の削減を行い、単位当たりのコストの削減を図った。また、活動実績も見込みに見合ったものとなっている。
　　　・本事業は、要介護認定の公平・公正かつ適切な実施のために必要であり、自治体に対し、本事業の着実な実施を依頼していく。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。
国で統一的に指導者を養成するためにはこの手段が妥当と思われ
る。

－ 類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっている
か。

－

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名 －

△ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。
目標値に対する達成度は向上しているが、①③は、年次目標に対す
る達成度が減少傾向にあるため検討が必要である。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。
見込みに見合った活動実績となっているが、①③は、受講者減少へ
の対応を検討する必要がある。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ほとんどは中間段階での支出はない。ある場合も合理的である。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 必要なもののみに限定されている。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 一部事業は、企画競争である。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

よりハイレベルな知識等を求められる指導者には必要なコストであ
る｡
（旅費については､国の旅費規程に準じた取り扱いとなっている｡）
なお､認定調査員等研修については平成23年度予算において､研修
１回当たりの費用を削減した｡

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。 受益者への負担はない。

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
この事業によって養成された指導者は、広く国民が利用する介護
サービスにおいて、直接国民に対してサービスを提供する職を養成
するものであるため、ニーズがあり、また優先度も高い事業である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業となって
いないか。

指導者養成にあたっては、より質の高い研修を全国統一で行うこと
が必要であるため国で実施すべきである。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。
一部事業は、一般競争入札の落札方式にて業者選定を行っている
ためである。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

厚生労働省 
 

６１百万円 

委託 

株式会社 

日本能率協会総

合研究所 

【企画競争】 

Ｅ 

介護職員等による
たんの吸引等の実
施のための研修事
業 

１４．３百万円 

一般社団法人 

ユニットケア推進セ

ンター 

【企画競争】 

Ａ 

①ユニットケア指導
者養成研修事業 

１．４百万円 

株式会社 

ダブリュファイブス

タッフサービス 

【一般競争】 

Ｂ 

②地域包括ケア推
進指導者養成研
修事業 

１６．０百万円 

特定非営利活動法
人 

地域ケア政策ネッ
トワーク 

【企画競争】 

Ｃ 

③介護相談員指導
者養成研修事業 

２０．２百万円 

一般社団法人 
日本介護支援専

門員協会 

【企画競争】 

Ｄ 

④介護支援専門
員研修改善事業 

９．４百万円 

ア 介護サービス指導者等養成研修等事業分 

 委託 

０．６百万円 

③ 委託 

３．４百万円 

調達仕様書の作成 

・企画競争又は一般競争による委託業者の決定・契約 

・総合的な業務管理・疑義対応 

・委託費の支払い 



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

（有）エムツー・メール

サービス 

ハイデー（株） 

個人 

（株）シグネット・マーケ

ティング 

寿樹計算（株） 

委託 

０．６百万円 

０．１２百万円 

０．１１百万円 

０．２７百万円 

０．０５百万円 

０．０５百万円 

Ｋ Ｍ Ｏ 

Ｌ Ｎ 

テキスト・ＣＤ梱包発業務 

講習撮影・ＤＶＤ作成業務 

議事録作成業務 

受付要員派遣業務 

データ入力業務 

【③介護相談員指導者養成研修事業委託分】 

公益社団法人新宿区シ

ルバー人材センター 

株式会社アップルトゥ

エンティワン 
 

株式会社リクルートフロ

ムエーキャスティング 

株式会社いっと編集

室 

③ 委託 

３．４百万円 

０．０６百万円 

２．２２百万円 

０．０４百万円 

１．１１百万円 

Ｆ Ｈ 

Ｇ Ｉ 

修了証筆耕業務 
補助スタッフ派遣業務 

演習映像教材制作業務 演習映像教材制作補助 

研修会運営補助等業務 

【介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業委託分】 

委託先各社 

０．０１百万円 

Ｊ 

振込手数料 

【随意契約】 

【随意契約】 



計 9.4 計 0.0

使用料 会場使用料 0.6

その他 印刷製本費、通信運搬費等 0.6

謝金 委員謝金等 1.7

人件費 事務局職員雇上賃金 1.7

旅費 委員旅費等 4.8

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 計 1.11

Ｄ.　一般社団法人日本介護支援専門員協会

会議費 事前打ち合わせ、お茶代等 0.1

旅費 講師・事務局旅費 0.4

借料及び損料 研修会場借上料等 1.9

役務費 研修教材ビデオ制作等 3.4

謝金 講師謝金等 4.4

人件費 職員４名 4.5

印刷製本費 研修テキスト等 5.2 人件費等 演習映像教材製作補助、研修会運営補助等 1.11

Ｃ.　特定非営利活動法人地域ケア政策ネットワーク Ｉ　株式会社いっと編集室

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 16.0 計 2.22

1.1

人件費 講師謝金・運営人件費等 4.7

需用費 テキスト作成費、機材・消耗品費等

使用料及び賃借料 会場使用料 3.3

旅費 委員旅費・講師旅費等 6.9 映像教材制作費 演習映像教材ビデオ制作費 2.22

Ｂ.　株式会社ダブリュファイブスタッフサービス Ｇ　株式会社アップルトゥエンティワン

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.4 計 14.3

通信運搬費等 テキスト、機材等運送費、お茶代等 0.8

値引き -1.9

通信運搬費 都道府県への資料送付料、FAX等 0

委託費 速記、映像作成、議事録作成等（12件） 0.6

テキスト印刷等 1.2印刷製本費 研修会資料 0.1

旅費 評価委員、講師旅費等 0.9

消耗品費 事務消耗品等 0

謝金 評価委員、講師謝金等 1.8

謝金 外部講師 0

印刷製本費

賃料 研修会場費 0.1

借料及び損料 会場使用料等 3.2旅費 研修担当者 0.5

人件費 0.7 人件費 主任研究員等 7.7

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ａ.　一般社団法人ユニットケア推進センター Ｅ.　株式会社日本能率協会総合研究所

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

20.2

消耗品費 事務消耗品費等 0.2

通信運搬費 テキスト、通知等送料等 0.1



支出先上位１０者リスト

Ａ

ユニットケア指導者養成研修事業

Ｂ

地域包括ケア推進指導者養成事業

Ｃ

介護相談員指導者養成研修事業

Ｄ

介護支援専門員研修改善事業

Ｅ

介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業（指導者研修）

Ｆ

修了証筆耕業務

Ｇ

演習映像教材制作業務

Ｈ

補助スタッフ派遣業務

Ｉ

演習映像教材制作補助・研修会運営補助等業務

Ｊ

振込手数料1 委託先各社 0.01 随意契約

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社いっと編集室 1.11 随意契約

1
株式会社リクルートフロ
ムエーキャスティング

0.04 随意契約

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
株式会社アップルトゥエ
ンティワン

2.22 随意契約

支　出　先

0.06 随意契約

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

一般社団法人
日本介護支援専門員協
会

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 9.4
企画競争

（随意契約）

1 20.2
企画競争

（随意契約）

特定非営利活動法人
地域ケア政策ネットワー
ク

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率業　務　概　要

株式会社
ダブリュファイブスタッフ
サービス

1 16.0 4 31%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

落札率

1 1.4
企画競争

（随意契約）

支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

株式会社
日本能率協会総合研究
所

一般社団法人
ユニットケア推進センター

1 14.3
企画競争

（随意契約）

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要

業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要

公益社団法人新宿区シ
ルバー人材センター

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先



Ｋ

テキスト・ＣＤ梱包発送業務

Ｌ

講習撮影・ＤＶＤ作成業務

Ｍ

議事録作成業務

Ｎ

受付要員派遣業務

Ｏ

データ入力業務1 寿樹計算株式会社 0.05 随意契約

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
株式会社シグネット・マー
ケティング

0.05 随意契約

1 個人 0.27 随意契約

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率支　出　先 業　務　概　要

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ハイデー株式会社 0.11 随意契約

支　出　先

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
有限会社
エムツー・メールサービ
ス

0.12 随意契約

支　出　先 業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要

業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

イ 認定調査員等研修事業分 

厚生労働省 

８５百万円 

（交付申請書の審査・交付決定） 

【補助】 

Ａ．各都道府県、指定都市（６２） 

８５百万円 

（認定調査員等研修事業の実施） 

【委託】 

Ｂ 各都道府県等医師会（４１） 

２５百万円 

（主治医研修事業の実施） 

【随意契約】 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

Ｃ. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2.7 計 0

通信運搬費 テキスト発送代等（主治医研修事業） 0.1

消費税 消費税（主治医研修事業） 0.1

旅費 講師旅費（主治医研修事業） 0.3

印刷費 テキスト印刷代（主治医研修事業） 2.2

B.東京都医師会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4.8 計 0

報償費 認定調査員研修事業等　講師謝礼
（主治医研修事業を除く）

0.8

需用費 認定調査員研修事業等　資料印刷代
（主治医研修事業を除く）

1.3

委託料 主治医研修事業　東京都医師会への委託 2.7

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A、東京都 E.



支出先上位１０者リスト
A.

東京都

北海道

和歌山県

神戸市

京都府

富山県

静岡県

大阪市

福岡県

三重県

B.

主治医研修事業の実施

主治医研修事業の実施

主治医研修事業の実施

業　務　概　要

認定調査員研修等の実施

主治医研修事業の実施

主治医研修事業の実施

主治医研修事業の実施

主治医研修事業の実施

主治医研修事業の実施

主治医研修事業の実施

支　出　先

東京都医師会

三重県医師会

10

10 0.8 随意契約

8

青森県医師会

北九州市医師会

0.9 随意契約

9 0.8 随意契約

岐阜県医師会

大阪府医師会

6 1.0 随意契約

7 1.0 随意契約

北海道医師会

4 1.3 随意契約

5 1.2 随意契約

大阪市医師会

富山県医師会

1.4 随意契約

3 1.3 随意契約福岡県医師会 主治医研修事業の実施

2

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 2.7 随意契約

2.5認定調査員研修等の実施

8 2.8

9 2.5

認定調査員研修等の実施

認定調査員研修等の実施

6 3.0

7 2.8

認定調査員研修等の実施

認定調査員研修等の実施

4 3.3

5 3.0

認定調査員研修等の実施

認定調査員研修等の実施

2 3.7

3 3.4認定調査員研修等の実施

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 4.8認定調査員研修等の実施

支　出　先 業　務　概　要



地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 作成責任者

高齢者支援課長
深澤　典宏

施策名
Ⅳ-5-1 医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切
な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 434

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名

別添資料参照

担当部局庁 老健局

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付につ
いて（平成22年7月23日厚生労働省発老0723第1号厚生労働事務次官通知）

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金の実施につ
いて（平成18年5月29日老発第0529001号厚生労働省老健局長通知）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

地域における創意工夫を生かしつつ、地域において介護給付等 対象サービス等を提供する施設及び設備の計画的な整備等を促
進する措置を講じ、もって老人をはじめとする国民の健康の保持及び福祉の増進を図り、あわせて 国民が生きがいを持ち健康で
安らかな生活を営むことができる地域社会の形成に資する。

事業開始・
終了(予定）年度 平成17年度 担当課室 高齢者支援課

予
算
の
状
況

会計区分 一般会計

繰越し等 ▲ 5,924 7,099

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

地域における公的介護施設等の計画的な整備
等の促進に関する法律第5条

関係する計画、
通知等

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

4406

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

当初予算 38,700 26,300 5,000 4,406

補正予算 ▲ 3,721

29,055 30,187 6,667 6,636

1,667 2,230

▲ 3,212

4406計

執行額 19,599 22,380 5,998

執行率（％） 67% 74% 90%

22年度

％ － －

23年度
目標値

（　　年度）

なし。
(交付金は市町村の整備計画に基づき交付する

ため）

成果実績 － － － － －

－

22年度

活動実績

（当初見込
み）

千人
1,026 1,060

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度

23年度 24年度活動見込

達成度

―

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度

(前年度以上) (前年度以上) (前年度以上)

単位当たり
コスト

105千円
（5,998百万円／57千人）

算出根拠
執行額を、介護施設・地域介護拠点の利用者数の増加人数で除して
算出

介護施設・地域介護拠点の利用者数
1,117

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

地域介護・福祉空間整備
等施設整備交付金

4,406 4406平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計 4,406 4406



市町村が地域の実情に合わせて作成した整備計画に対
する助成を行うものであり、国民への福祉サービスの向
上が図られている。

全国的に施設整備を促進させるためには、国が助成を
行う必要がある。

-

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

市町村が介護基盤を整備するために必要な経費に限定
している。

全国的に整備を促進させるための事業であり、活動実績
も着実に向上してきている。

-

施設整備が促進されることで利用者数も前年度以上で
あることから見込みに見合っている。

-

　※類似事業名とその所管部局・府省名

-

事業規模により異なるため妥当性については一概には
判断できないが、活動実績の向上により単位あたりコス
トは削減している。

-

-

-

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

介護基盤の整備を促進するために必要な交付金であり、各市町村の要望に応えた結果、２３年度における執行率は９０％と高い水準であ
る。
各市町村に対する本交付金の周知、並びに採択事例の紹介等により、更に各市町村からの申請数の増加を図る。

施設の利用者が存在するため活用されている。

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

538 490

現
状
通
り

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー538 490



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働本省

５，９９８百万円

A.地方厚生（支）局

８団体

５，９９８百万円

［市町村への交付］

B.市町村

計２２４団体

５，９９８百万円

［事業者等への補助］

（交付）

（交付）



E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.関東信越厚生局

交付金 施設整備事業 2,224

交付金 介護療養型医療施設転換整備事業 139

交付金 スプリンクラー整備事業 65

計 2,428 計 0

B.長野県駒ヶ根市 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補助金 施設整備事業 454

計 454 計 0

C.　 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）(百万円） (百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

施設整備事業等 149

9 静岡県掛川市 施設整備事業等 105

8 千葉県松戸市 介護療養型医療施設転換整備事業等 135

5 長野県御代田町 施設整備事業等 150

4 神奈川県横浜市 施設整備事業等 167

7 長野県飯島町 施設整備事業等 143

6 北海道新得町

3 宮崎県都城市 介護療養型医療施設転換整備事業等 170

2 長野県伊那市 施設整備事業等 354

1 長野県駒ヶ根市 施設整備事業等 454

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 関東信越厚生局 先進的事業支援特例交付金の交付 2,428

2 北海道厚生局 先進的事業支援特例交付金の交付 1,394

3 近畿厚生局 先進的事業支援特例交付金の交付 697

4 九州厚生局 先進的事業支援特例交付金の交付 675

5 東海北陸厚生局 先進的事業支援特例交付金の交付 337

6 四国厚生支局 先進的事業支援特例交付金の交付 172

7 東北厚生局 先進的事業支援特例交付金の交付 171

10

8 中国四国厚生局 先進的事業支援特例交付金の交付 124

9

10 静岡県浜松市 介護療養型医療施設転換整備事業等 104



地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金の概要

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（ハード交付金） ４４億円

地域介護・福祉空間整備推進交付金（ソフト交付金） １３億円

平成２４年度予算

市町村（特別区を含む。）は、
① 市区町村全域を単位として、②毎年度、③市町村が関与して実施する都市型軽費老人ホームの整備や

介護関連施設 お 施設内保育施設 整備等 先進的な事業を行うため 基盤整備を ら た

地域介護 福祉空間整備推進交付金（ソフト交付金） １３億円

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（先進的事業整備計画分）

介護関連施設における施設内保育施設の整備等の先進的な事業を行うための基盤整備を明らかにした
「先進的事業等整備計画」を策定することができる。
※なお、政令指定都市分については、平成２４年度より一括交付金化され、「地域自主戦略交付金」（内閣府所管）により対応。

【交付対象事業】

○ 都市型軽費老人ホーム整備事業：要介護度は低いものの、見守り等が必要なため居宅において生活が
困難な高齢者に対応するため、都市型軽費老人ホームを整備するため
に交付金を交付。

○ 施設内保育施設整備事業：介護関連施設等において施設内保育施設を整備するために交付金を交付。

○ 緊急ショートステイ整備事業：虐待のほか、要介護者の急な疾病等に対応するための緊急ショートステイ用個室を
整備するために交付金を交付。

○ 市町村提案型事業：市町村から提案された全国的に見て先進的な事業を支援するために交付金を交付。

○ 施設内保育施設整備事業 介護関連施設等において施設内保育施設を整備するために交付金を交付。

○ 小規模な養護老人ホーム整備事業：低所得高齢者の住まい対策として、要介護度が低いものの、低所得で居宅
での生活が困難な高齢者も住み慣れた地域で生活がつづけられるよう、小
規模な養護老人ホームを整備するために交付金を交付。

算定方法

先進的事業整備計画記載の事業について、右の区分
ごとの交付基準単価に基づいて算定した額を交付。

整備区分 単位 配分基礎単価

軽費老人ホーム整備事業 整備床数 １，５００千円

施設内保育施設整備事業 施設数
１０，０００千円の範囲内で
厚生労働大臣の認めた額

緊急ショ トステイの整備事業 整備床数 １ ０００千円ごとの交付基準単価に基づいて算定した額を交付。 緊急ショートステイの整備事業 整備床数 １，０００千円

市町村提案事業 施設数
３０，０００千円の範囲内で
厚生労働大臣の認めた額

小規模な養護老人ホーム整備事業 整備床数 ２，０００千円



地域介護・福祉空間整備推進交付金

地域密着型サービス等の導入や先進的事業支援特例交付金による先進的事業の実施のため、特に必要と認め
られる場合、設備やシステムに要する経費を助成するために交付金を交付。られる場合、設備やシ テ 要する経費を助成する め 交付金を交付。
【交付対象】 次に掲げる事業に必要な設備の整備等に要する経費

・ 定期巡回・随時対応サービスの実施のために必要な事業
・ 高齢者と障害者や子供との共生型サービスを行う事業
・ 「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のための、地域に

整備区分 単位 配分基礎単価

●　定期巡回・随時対応サービスの実施のために必要な事業 施設数 ２０，０００千円

●　高齢者と障害者や子供との共生型サービスを行う事業 施設数 ３，０００千円

おける包括的なサービスを推進する事業
・ 地域のサービス資源と高齢者の住まいとの連携を推進する事業
・ その他高齢者が居宅において自立した生活を営むことができるよ
う支援する事業

・ 都市型軽費老人ホーム等の開設のために必要な事業

●　「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のための、
　地域における包括的なサービスを推進する事業

施設数 ３，０００千円

●　地域のサービス資源と高齢者の住まいとの連携を推進する
　事業

施設数 ３，０００千円

●　その他高齢者が居宅において自立した生活を営むことがで
きるよう支援する事業

施設数 ３，０００千円都市型軽費老人ホ ム等の開設のために必要な事業
・ 介護療養型医療施設の改修等による老人保健施設等への
転換整備に必要な事業

・ 訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置

に要する事業

きるよう支援する事業

●　都市型軽費老人ホーム等の開設のために必要な事業 整備床数 ３００千円

●　介護療養型医療施設の改修等による老人保健施設等への
　転換整備に必要な事業

整備床数 １５０千円

●　訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設
　置に要する事業

施設数 ３，０００千円

交付金の交付の流れ

① 市町村整備計画を策定
日常生活圏域を単位として 事業の面的な配置構想を基に「面的整備計画 を策定

市 町 村

・日常生活圏域を単位として、事業の面的な配置構想を基に「面的整備計画」を策定
・市区町村全域を単位として、都市型軽費老人ホームの整備等に係る「先進的事業等整備計画」を策定

② 計画を国に提出（都道府県を経由）

③ 次の採択指標をもとに評価を行い 予算の範囲内で評価の高い順に計画を採択③ 次の採択指標をもとに評価を行い、予算の範囲内で評価の高い順に計画を採択。

客観的指標

政策的指標

・・・・高齢者の将来増加率、圏域における施設整備の状況 等

・・・・既存の社会資源を活用しているか、元気な高齢者や地域住民が参加する「共生型」のコミュニティづくり
を目指したものであるか 等

国

④ 配分基礎単価により、交付金を算定の上、各市町村へ交付。
市 町 村

（注）交付に当たって、市区町村の制度的負担は求めない。



介護療養型医療施設等転換に係る市町村交付金の概要
市町村（特別区を含む。）は、
①市区町村全域を単位として、②毎年度、③市町村が関与して実施する既存の介護療養病床の老人保健施設やケアハウス等への転換

を内容とする「介護療養型医療施設等転換整備計画」を策定することができる

○ 介護療養型医療施設等転換整備事業
既存の介護療養型医療施設等を老人保健施設やケアハウス等に転換することを支援するために交付金を交付。

を内容とする「介護療養型医療施設等転換整備計画」を策定することができる。

の１メニュー先進的事業支援特例交付金ハード交付金 のうち

【交付対象】 次に掲げる施設に転換を行うための整備に要する経費

介護療養型医療施設等

・ 療養病床を有する病院

①老人保健施設
②ケアハウス
③有料老人ホーム
(居室は原則個室とし、１人当たりの床面積が概ね１３㎡以上であること。）

④特別養護老人ホ ム及び併設されるシ トステイ用居室

※ただし、他の整備計画に基づき交付金が交付されるものについては重複して
交付しない。

療養病床を有する病院
・ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院
・ 療養病床を有する診療所

④特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室
（社会福祉法人を設立等する場合）

⑤認知症高齢者グループホーム
⑥小規模多機能型居宅介護事業所
⑦生活支援ハウス
⑧適合高齢者専用賃貸住宅及び厚生労働大臣が定める基準（各戸が床面積25㎡以
上／各戸に台所や浴室等必要な設備を備えていること／前払家賃保全措置）を

転 換

上／各戸に台所や浴室等必要な設備を備えていること／前払家賃保全措置）を
満たすもの

※ 上記交付対象施設については、定員規模を問わない。②、③及び⑧については特定施設入居者生活介護の指定の
有無を問わない。③及び⑧については、利用者負担第３段階以下の人でも入居可能な部屋を確保することが対象条件

介護療養型医療施等設転換に係る市町村交付金の流れ

市 町 村 ① 市区町村全域を単位として、既存の介護療養病床の転換のための介護療養型医療施設等転換整備計画を策定。

② 計画を国に提出（都道府県を経由）。

介護療養型医療施等設転換に係る市町村交付金の流れ

国
③ 交付金全体（地域密着型サービスの整備等に係る交付金）に係る市町村のニーズを踏まえながら、予算の範囲内で採択。

④ 交付額を算定し 交付金を交付。

算定方法

介護療養型医療施設等転換整備計画記載の事業

により減少する病床数に、右の整備区分ごとの交付基

整備区分 単位 配分基礎単価

●創設
　既存の施設を取り壊さずに、新
たに施設を整備

転換床数 １，７００千円

市 町 村

④ 交付額を算定し、交付金を交付。
礎単価を乗じた額を交付する。

※転換により減少する病床数を上限とする。

たに施設を整備
●改築
　 既存の施設を取り壊して、新た
に施設を整備

転換床数 ２，１００千円

●改修
　躯体工事に及ばない屋内改修
（壁撤去等）

転換床数 ８５０千円



-

(        -       ) (        -       ) (        -       )

活動実績

（当初見込
み）

-

(        -       ) (        -       ) (        -       )

認知症サポーター数
※地域支援事業交付金で措置した人数を含む

人
1,662,190 2,463,064

認知症ケア人材育成等事業による認知症サ
ポート医養成研修・かかりつけ医認知症対応力

向上研修の各年度の修了者数
人

27,297 29,150 -

計 6,232 8287

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予

算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

補助金 6,232 8287 特別重点化枠にて認知症施策推進５か年計画支援事業を要求したため。

-

（50,000） （50,000）

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　（14,388円／１件　） 算出根拠
社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る
利用者負担軽減制度事業の平成21年度執行額（642百万円）／軽減
対象者数（44,634件）

社会福祉法人等による生計困難者に対する介
護保険サービスに係る利用者負担軽減制度事

業の
軽減対象者数　（各年10月1日）

件
44,328 44,634 -

83.2%

3,328,019

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

【指標】認知症対策等総合支援事業
認知症サポーター数
（達成目標 400万人)

※地域支援事業交付金で措置した人数を含む

成果実績 人 1,662,190 2,463,064 3,328,019 4,000,000

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 41.6% 61.6%

執行率（％） 44.0% 75.0% 84.5%

執行額 2,757 3,445 7,764

6,268 4,591 9,191 6,572 8,287

6,232 8,287

補正予算 ▲ 327

繰越し等 ▲ 4 ▲ 336 340

▲ 1533

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 6,595 6,128 9,527

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　都道府県または市区町村等が行う以下のような介護関連事業に対し、当該経費等の一部又は全部を補助する。

【別添参照】

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　高齢者が増加していく中で、高齢者が介護を必要とする状態となっても、尊厳を持って、その有する能力に応じ自立
した日常生活を営むことができるよう、都道府県等が行う介護関連事業に係る経費等の一部又は全部を補助すること
により、介護保険制度の円滑な施行を図ることを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 平成１２年度 担当課室

介護保険計画課
高齢者支援課

認知症・虐待防止対策推進室
振興課

老人保健課

度山 徹
深澤 典宏
勝又 浜子
川又　竹男
宇都宮　啓

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1 医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切
な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 435

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(省)
事業名 介護保険事業費補助金 担当部局庁 老健局 作成責任者



-

養成された認知症サポーターは様々なところで効果を
発揮している。

-

交付要綱にて、各事業毎に対象経費（報償費、旅費、需
用費等）が定められている。

認知症サポーター数は達成目標に向け着実に数を伸
ばしているところであり、実効性が高い手段といえる。

達成率は毎年上昇している。

見合っている。

-

本事業は増加する認知症に対する施策や、生計困難者
に対する軽減制度を行っており、それらはきわめて重要
で、ニーズがあり、また優先度も高い。

当事業は都道府県・市町村が行う事業を補助する事業
である。

-

-

低所得者が介護サービスを受ける際の利用者負担額を
減らすためのものであり、妥当である。

-

縮
減 執行状況を踏まえつつ、今後必要となる予算規模の水準を維持する一方、既存事業の積算等の見直しによる縮減を行った。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

第１２回省内事業仕分け（平成22年６月21日実施）

【事業名】
（項）介護保険制度運営推進費　介護保険事業費補助金
　①「認知症対策等総合支援事業」
　②「社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減措置事業」

【評価結果】
　①　「改革案では不十分」　…　６
　　　うち、「 国が実施する必要はなく、地方公共団体の判断に任せる」　…　３
　　　　　　「 事業は継続するが、更なる見直しが必要 （実施方法の見直し、予算の削減など）」　…　３
　
　②　「改革案では不十分」　…　６
　　　うち、　「 事業の対象者に与える影響に配慮しながら一定期間経過後、事業を廃止」　…　１
　　　　　　　「 国が実施する必要はなく、地方公共団体の判断に任せる 」　…　１
　　　　　　　「 事業は継続するが、更なる見直しが必要 （実施方法の見直し、予算の削減など）」　…　４

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

本事業については、事業の効率性の観点から、活動実績、事業効果を検証し、予算を縮減すべき。

-
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

平成24年度予算においては、執行状況等を踏まえた事業費としたところであり、執行率も年々上昇している。
また、成果指標である認知症サポーター数については、達成目標に向け、着実に数を伸ばしているところであり、引き続き、自治体に対し、
本事業の着実な実施を依頼していく。

-

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

- 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

539 491



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

Ａ．都道府県・指定都市 
 

２，３１５百万円 

Ｂ．市区町村 
 

５，４４９百万円 

Ｃ．市区町村等 
 

１，１０３百万円 
 

厚生労働省 
 

７，７６４百万円 

補助 

補助 

Ｄ．社会福祉法人 

小田原福祉会 
 

４７．７百万円 
 

（小田原市の例） 

 

委託 

実施内容等の策定、交付申請書の審査、 

交付決定等 

認知症対策等総合支援事業等 

市町村に対する交付決定等 

２４時間対応の定期巡回・随時対応サービス事

業 

２４時間対応の定期巡回・随時対応サービス事

業等 

社会福祉法人等による生計困難者に対する介

護保険サービスに係る利用者負担軽減制度事



計 47.7 計 0

資料作成費 印刷代等 0.60

事務費 旅費等 0.98

謝金 講師等謝金 1.05

調査研究費 事業実施後の調査費 1.50

管理運営費 事業運営維持等 3.42

人件費 オペレータ等 40.17

D.　社会福祉法人　小田原福祉会 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.5 計 0

補助金
利用者負担額軽減制度・障害者ホー
ムヘルプサービス支援措置事業

1.5

C.　町田市 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 48.0 計 0

旅費 報告会等旅費 0.04

報償費 委員謝礼等 0.24

委託費 社会福祉法人　小田原福祉会 47.72

B.　小田原市 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 271.5 計 0.0

補助金 （内訳確認中） 271.5

A.　東京都 E.　

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10 福島県
社会福祉法人が、低所得者のうち特に生計が困難である利用者負担を軽減する場
合、その軽減額が、軽減対象となるサービスについて本来受領すべき利用者負担
の一定割合を超えた時に、軽減額（＝法人負担額）の一部を助成する。

43.4

9 鳥取県
社会福祉法人が、低所得者のうち特に生計が困難である利用者負担を軽減する場
合、その軽減額が、軽減対象となるサービスについて本来受領すべき利用者負担
の一定割合を超えた時に、軽減額（＝法人負担額）の一部を助成する。

44.9

8 岩手県
社会福祉法人が、低所得者のうち特に生計が困難である利用者負担を軽減する場
合、その軽減額が、軽減対象となるサービスについて本来受領すべき利用者負担
の一定割合を超えた時に、軽減額（＝法人負担額）の一部を助成する。

45.7

7 京都府
社会福祉法人が、低所得者のうち特に生計が困難である利用者負担を軽減する場
合、その軽減額が、軽減対象となるサービスについて本来受領すべき利用者負担
の一定割合を超えた時に、軽減額（＝法人負担額）の一部を助成する。

63.4

6 大阪府
社会福祉法人が、低所得者のうち特に生計が困難である利用者負担を軽減する場
合、その軽減額が、軽減対象となるサービスについて本来受領すべき利用者負担
の一定割合を超えた時に、軽減額（＝法人負担額）の一部を助成する。

65.2

5 仙台市
認知症高齢者について、処遇技術に関する臨床的な研究を行うとともに、認知症介
護に関する職員の要請を行い、全国の介護施設にその成果を普及させることを目
的とした認知症介護研究・研修センターの適切な運営を実施する。

121.1

4 静岡県
社会福祉法人が、低所得者のうち特に生計が困難である利用者負担を軽減する場
合、その軽減額が、軽減対象となるサービスについて本来受領すべき利用者負担
の一定割合を超えた時に、軽減額（＝法人負担額）の一部を助成する。

125.5

3 北海道
社会福祉法人が、低所得者のうち特に生計が困難である利用者負担を軽減する場
合、その軽減額が、軽減対象となるサービスについて本来受領すべき利用者負担
の一定割合を超えた時に、軽減額（＝法人負担額）の一部を助成する。

140.4

2 愛知県
認知症高齢者について、処遇技術に関する臨床的な研究を行うとともに、認知症介
護に関する職員の要請を行い、全国の介護施設にその成果を普及させることを目
的とした認知症介護研究・研修センターの適切な運営を実施する。

181.4

1 東京都
認知症高齢者について、処遇技術に関する臨床的な研究を行うとともに、認知症介
護に関する職員の要請を行い、全国の介護施設にその成果を普及させることを目
的とした認知症介護研究・研修センターの適切な運営を実施する。

271.5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

２４時間対応の定期巡回・随時対応サービス等推進事業

40.2

40.0

48.8

2

小田原市

札幌市

米子市

1

佐世保市

3

5 34.9

4 36.8

6 34.5

7 33.1

8 32.2

9 31.9

10 29.5

世田谷区

岐阜市

旭川市

新宿区

豊橋市

添田町



Ｃ.

Ｄ.

9 千代田区 0.6

10 東大和市 0.4

8 足立区 0.6

社会福祉法人等による生計困難者に対する利用者負担額軽減制度
事業

1.5

入札者数

7 荒川区

2

1

0.7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

落札率

町田市

3 杉並区 1.3

文京区 1.3

4 練馬区 1.1

6 北区 0.7

5 江東区 1.0

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 社会福祉法人　小田原福祉会 ２４時間対応の定期巡回・随時対応サービス等推進事業 47.7 随意契約



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計 501 501

役務費 7 7

需用費 2 2

使用料及び賃借料 14 14

人件費

旅費 12 12

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

委託費 448 448

－

18 18

―

(     －      ) (     －      )

単位当たり
コスト

 － 算出根拠  －

本事業は、国保中央会の事務処理に必要な経
費を補助することで、介護保険制度の円滑な運
営を図ることを目的とするものであり、経費の性
質上、活動内容を数値で定量的に示すことので
きる指標はないところである。

活動実績

（当初見込
み）

％

－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

本事業は、国保中央会の事務処理に必要な経
費を補助することで、介護保険制度の円滑な運
営を図ることを目的とするものであり、経費の性
質上、成果として数値で定量的に示すことので
きる指標はないところである。

成果実績 － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） 100% 100% 100%

執行額 714 570 501

714 570 501 501 501

501 501

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 714 570 501

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

介護保険制度における介護報酬の審査支払等が、円滑かつ適切に行われるよう、国民健康保険中央会において、
①全国決済を可能とする統一的な仕様の介護保険審査支払等システムの構築及び運用等を行う。
②通常の介護報酬の審査では検出困難な不正又は不適切な請求を容易に発見し、解消することを可能とする国保
   連合会介護給付適正化システムの構築及び運用等を行う。

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
介護保険法第41条第10項及び第176条等

関係する計画、
通知等

介護保険事業費補助金の国庫補助について

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

介護保険制度の円滑かつ安定的な運営を確保するため、介護報酬の審査支払等が円滑かつ適切に行われるよう、着実なシステ
ム運用に努める。

事業開始・
終了(予定）年度 平成12年度 担当課室 介護保険計画課

介護保険計画課長
度山　徹

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営
等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 436

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

事業名
国民健康保険中央会施行経費等
（（項）介護保険制度運営推進費）

担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　介護保険法第41条第10項及び第176条等に規定する介護保険事業の適正かつ円滑な運用を図るため、国民健康保険中央会が行う介護
保険事業に要する事務処理経費に対する補助としては概ね妥当なものである。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－

－

単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

540 0492

中間段階での支出はほとんどない。

適切な審査支払業務が実施しうるものとして概ね妥当な
範囲での補助を行っている。

介護保険における介護報酬の審査支払業務が円滑かつ
適切に行われることは、介護保険の信頼性を高め、制度
をより安定的なものとし、国民の老後を保障するものとし
てきわめて重要である。

介護保険制度の安定的な運営のために必要不可欠な
事業である。

－

－

－

役割に応じた負担割合となっており、妥当である。



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

【平成23年度交付決定ベース】 

厚生労働省 

５０１百万円 

【補助】 

Ａ．国保中央会 

 ５０１百万円 

国民健康保険中央会が行う事務処理を効

率的かつ正確に行うために、交付要綱に

基づき補助金の交付を行う。 

介護保険制度の円滑かつ安定的な運用

を確保するため、介護報酬の審査支払

等が円滑かつ適切に行われるようシス

テム運用等業務を行う。 

※ただし、本事業に要する総事業費は、５８２百万円のため、差額８１百万円

は国保中央会において補填している。 

Ｂ  ＮＥＣ 

４１５百万円 

※外部機関による見積書の妥当

性評価を経て、委託先を選定 

一部委託 

介護保険制度の円滑かつ安定的な運用

を確保するため、介護報酬の審査支払

等が円滑かつ適切に行われるようシス

テム運用等業務を行う。 

随意契約 



役務費 通信回線料 4

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 415 計 0

雑役務費 システム運用経費 415

B.　(ＮＥＣ) F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 501 計 0

需用費 会議資料作成、印刷費 1

人件費 介護保険関係業務に係る人件費 50

委託料 システム運用委託費 415

A.　 (国民健康保険中央会) E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

使用料及び
賃借料

研修会会場使用料等 22

旅費
適正化研修会、介護保険業務検討会
等に係る旅費

9



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 国民健康保険中央会
介護報酬の審査支払等が円滑かつ適切に行われるようシステム運
用等業務

501

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＮＥＣ 介護報酬の審査支払に必要なシステム運用 415 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

10



成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
情報公表システムの利便性の向上を目的とし
て、公表項目を絞ったサマリー画面を導入する
こととし、平成２２年度モデル事業として、５サー
ビスに限定し公表項目の検討をしたところであ
る。平成２３年度においては、残りの２５サービス
分について、公表項目の検討を行うことを成果
目標とする。

達成度 ％ 100 100

達成度

成果実績
サービ

ス
5 30

活動実績

（当初見込
み）

件
802 547 15

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内

訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

計

(      761      ) (      373      )

単位当たり
コスト

　　　　　　　３０６　（円／アクセス） 算出根拠
９５百万円（平成２３年度予算額）÷３１万件（支援センターＨＰ年間アク
セス数）

都道府県からの問い合わせ件数

93

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

23年度
目標値

（24年度）

情報公表システムにおける公表対象サービスに
ついて、段階的に開発を進めてきたところであ
り、平成２１年度において全サービスが対象とな
り、本格施行を迎えた。そのため利活用促進に
重点を置き、ホームページのアクセス件数の増
加を成果目標とする。

成果実績
アクセ

ス
約24万件 約25万件 約31万件

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 92 77

執行率（％） 100 100 100

執行額 236 204 95

236 204 95  

  

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 236 204 95

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

都道府県における介護サービス情報の公表制度の円滑な施行と安定的運営の支援に向けて以下の事業を行っている。
①介護サービス情報の公表制度に係る疑義照会の対応等、都道府県（指定情報公表センター）への支援
②全国公表データの集計分析
③制度の利活用促進に向けた調査研究、検討会の開催等の取組
④情報公表システムのサマリー画面や用語の解説機能等の改善案の検討
⑤パンフレットの作成や介護サービス情報公表支援センターのホームページの運営・管理などの制度の普及啓発に向けた取組

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
介護保険法第１１５条の３５

関係する計画、
通知等

「介護保険事業費補助金交付要綱」
「介護サービス情報の公表制度支援事業実施要綱」

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

介護保険法の規定に基づく、介護サービス情報の公表制度における、介護サービス情報についての基礎的かつ専門的な調査研究、全国的な
見地からの都道府県に対する支援等を行う介護サービス情報公表支援センターを設置し、調査研究等を実施する経費を補助することにより、
介護サービス情報の公表制度の円滑な施行を支援することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 平成18年度～平成23年度 担当課室 振興課

振興課長
川又 竹男

会計区分 一般会計 施策名 介護保険事業費補助金

事業番号 437

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名

介護サービス情報の公表制度支援事業
（シルバーサービス振興会分）

担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

国が平成２４年１０月を目途として開発している情報公表
制度の新システムの設計に活用している。

平成15年度に指名競争入札を実施。

交付要綱において交付対象経費を具体的に規定。

情報公表システムは各都道府県において運用していた
が、平成２４年度以降、国においてサーバを一元的に管
理・運用を行うこととなった。
ホームページのアクセス件数は年々増加しているが、目
標値を実現できなかったため。
平成２３年度は制度改正のための移行期間であったた
め、都道府県からの問い合わせがほとんどなかった。

－

介護保険法第１１５条の３５に規定され、国民が介護
サービスを選択するために介護サービス情報の公表制
度を支援している。

実施主体である都道府県の業務を支援するものであり、
国が実施するものである。

－

平成２４年度より、公募による事業実施となった。

予算の縮減及びホームページアクセス数の増加を図っ
ている。

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

「第23回厚生労働省省内事業仕分け（平成22年12月6日）」において、「制度発足後、一定の役割を果たしたと思われるため、今後は各都道府県の
センターに全面的に移行し、システム管理は国が一元的に行うことで、補助を廃止する」と指摘。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

－

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

○省内事業仕分けにおける指摘を踏まえ、当該事業にかかるシルバーサービス振興会への名宛補助金は廃止とするが、全国的な見地から
の各都道府県への支援等は引き続き必要と考えられることから、公募型の委託事業（企画競争入札）として実施することとなった。

○情報公表制度の公表システムは、国で管理をすることとし、社会保障審議会介護保険部会の意見を踏まえ、利用者にとって活用しやすい
ものとなるよう工夫をする。

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

△ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

△ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

541 493



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 

Ａ．社団法人シルバーサービス振興会 

（介護サービス情報公表支援センター） 

９５百万円 

（平成２３年度実績） 

Ｂ．三菱総合研究所 

３５百万円 

（平成２３年度実績） 

都道府県における介護サービス情報の公表制度の円滑な

施行と安定的運営の支援のための事業を行う。 

制度の利活用促進等に向け

たデータ分析及び分析報告

書の作成、サマリー版公表

システムの項目策定等業務 

【随意契約】 

【補助】 

※平成15年度にシンクタンクの

指名競争入札を実施し、その

後継続的事業である為、随意

契約としているもの 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 35 計 0

調査委託費

利用者調査・ヒアリング実施時におけ
る調査票の素案作成等の支援を行う
シンクタンクの人件費及び印刷費、旅
費等の諸事務費

35

B.三菱総合研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 95 計 0

消耗品・備品費
事務用品・コピー費等経費（システム
備品購入も含む）

1

通信運搬費 報告書発送等経費 2

雑役務費 介護サービス情報公表支援センター
専用ホームページ改修等経費

2

賃借料等 介護サービス情報公表支援センター
賃借料等

4

印刷製本費 報告書等印刷経費 10

調査委託費 三菱総合研究所への調査等委託費 35

人件費

都道府県からの公表項目等に関する
疑義照会対応や全国公表データの集
計分析、利活用促進に向けた調査研
究等を行う職員経費

41

A.シルバーサービス振興会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 シルバーサービス振興会
利用者の介護サービス事業所選択に資する情報を安定的かつ継続
的に提供する制度の運営を支援

95   

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 三菱総合研究所 制度の利活用促進等に向けたデータ分析等業務 35 随意契約  

2

3

4

5

6

7

8

9

10



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳 消耗機材費 2 2

計 232 232

水道光熱費 3 3

印刷製本費 1 1

使用料及び賃借料 22 22

人件費

通信費 15 15

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

委託費 112 112

－

77 77

―

(       －        ) (       －        ) (       －        )

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

本事業は、支払基金の事務処理に必要な経費
を補助することで、介護保険制度の円滑な運営
を図ることを目的とするものであり、経費の性質
上、成果として示すことのできる指標はないとこ
ろである。

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

本事業は、支払基金の事務処理に必要な経費
を補助することで、介護保険制度の円滑な運営
を図ることを目的とするものであり、経費の性質
上、成果として示すことのできる指標はないとこ
ろである。

成果実績 － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） 100% 100% 100%

執行額 233 233 233

233 233 233 232 232

232 232

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 233 233 233

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

社会保険診療報酬支払基金が行う介護保険関係業務に要する事務処理経費を補助する。

○　介護保険関係業務
　医療保険者から介護納付金（２号被保険者の保険料）を徴収し、介護保険者（市町村）に対し、介護給付等に要する費用の３０％
（平成２４年度は２９％）を介護給付費交付金及び地域支援事業支援交付金として交付する。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
介護保険法第１６０条

関係する計画、
通知等

介護保険関係業務費補助金の国庫補助について

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

介護保険法第160条に規定する介護保険関係業務の適正かつ円滑な運用を図る。

事業開始・
終了(予定）年度 平成１２年度 担当課室 介護保険計画課

介護保険計画課長
度山　徹

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営
等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 438

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(  厚生労働省　)
事業名 介護保険関係業務費補助金 担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

介護保険法第160条に規定する介護保険関係業務の適正かつ円滑な運用を図るため、社会保険診療報酬支払基金が行う介護保険関係業
務（医療保険者からの納付金の賦課及び徴収と、市町村への交付金の交付事務）に要する事務処理経費に対する補助としては、概ね妥当
なものである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－

医療保険者からの納付金の賦課・徴収事務、市町村へ
の交付金交付事務の適正かつ円滑な運用を図ること
は、介護保険制度の中核をなす重要な事業である。

介護納付金等に係る業務を支払基金が行う旨は法定さ
れており、その事務に必要な経費を補助するものであ
る。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使

途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

543 0494

－

－

－

－

中間段階での支出はほとんどない。

－

介護保険関係業務の適正かつ円滑な運用を図る観点か
らも、費目、使途は事業の遂行に最低限必要なものに限
られている。

－

－

－

－

－



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

    

 
  厚生労働省 

平成23年度  233百万円 

社会保険診療報酬支払基金が行う事務処理を効率的か

つ正確に行うために、交付要綱に基づき補助金の交付を

行う。  

 
         Ａ.社会保険診療報酬支払基金                

        平成23年度  233百万円    

介護保険制度の円滑な実施のため、医療保険者からの

納付金の賦課及び徴収事務と、市町村への交付金の交

付事務を行う。  
 

一部委託 

  B  110百万円 C  13百万円 D  2百万円 

随意契約 随意契約 随意契約 

（システム運用） （会計システム運用） （事務機器保守） 

a社 b社 c社 

【 補助 】  



計 2 計 0

雑役務費 事務機器保守経費 2

D.（c社） H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 13 計 0

雑役務費 会計システム運用経費 13

C.（b社） G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 110 計 0

雑役務費 システム運用経費 110

B.（a社） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 233 計 0

消耗機材費 コピー用紙等消耗品購入代 1

印刷製本費 財務諸表等 1

水道光熱費 事務室光熱費 2

通信費 事務用電話郵便料 5

使用料及び
賃借料

事務室借上料 22

人件費 介護保険関係業務に係る人件費 77

委託費 システム運用委託費等 125

A. （社会保険診療報酬支払基金） E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
社会保険診療報酬支払
基金

医療保険者からの納付金の賦課及び徴収事務と、市町村への交付
金の交付事務

233

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 a社 システム運用経費 110 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 b社 会計システム運用経費 13 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 c社 事務機器保守経費 2 随意契約



1,047

1600計

執行額 1,039 1,000

補正予算 ▲ 192

1,808 1,659 1,300 1,310

▲ 341

22年度 23年度 24年度 25年度要求

1600

施策名
Ⅳ-5-1 医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切
な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

予
算
の
状
況

当初予算 2,000

繰越し等

事業番号 439

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名

別添資料参照

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

地域における創意工夫を生かしつつ、地域において介護給付等 対象サービス等を提供する施設及び設備の計画的な整備等を促
進する措置を講じ、もって老人をはじめとする国民の健康の保持及び福祉の増進を図り、あわせて 国民が生きがいを持ち健康で
安らかな生活を営むことができる地域社会の形成に資する。

事業開始・
終了(予定）年度 平成1８年度 担当課室 高齢者支援課

会計区分

高齢者支援課長
深澤　典宏

地域介護・福祉空間整備推進交付金 作成責任者

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

地域における公的介護施設等の計画的な整備
等の促進に関する法律第5条

関係する計画、
通知等

担当部局庁 老健局

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付につ
いて（平成22年7月23日厚生労働省発老0723第1号厚生労働事務次官通知）

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金の実施につ
いて（平成18年5月29日老発第0529001号厚生労働省老健局長通知）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度

2,000 1,300 1,310

計 1,310 1600

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

地域介護・福祉空間整備
推進交付金

1,310 1600 既存の事業について、執行状況を勘案した縮減（▲１１０百万円）を図る一方で、事
業の拡大を図ることにより増額（４００百万円）しているため。

単位当たり
コスト

18千円
（1,047百万円／57千人）

算出根拠
執行額を、介護施設・地域介護拠点の利用者数の増加人数で除して
算出

費　目

介護施設・地域介護拠点の利用者数
1,117

(前年度以上) (前年度以上) (前年度以上)

千人
1,026 1,060

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

―

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度

活動実績

（当初見込
み）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度

達成度

なし。
(交付金は市町村の整備計画に基づき交付する

ため）

成果実績 － －

％ －

－ － －

－

22年度 23年度 24年度活動見込

22年度

－

23年度
目標値

（　　年度）

執行率（％） 57% 60% 81%



資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

介護基盤の整備を促進するために必要な交付金であり、各市町村の要望に応えた結果、２３年度における執行率は８１％と高い水準であ
る。
各市町村に対する本交付金の周知、並びに採択事例の紹介等により、更に各市町村からの申請数の増加を図る。

施設の利用者が存在するため、設備についても活用さ
れている。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

-

事業規模により異なるため妥当性については一概には
判断できないが、活動実績の向上により単位あたりコス
トは削減している。

-

-

-

市町村が介護基盤を整備するために必要な経費に限定
している。

全国的に整備を促進させるための事業であり、活動実績
も着実に向上してきている。

-

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

施設整備が促進されることで利用者数も前年度以上で
あることから見込みに見合っている。

-

施設に必要な設備に対する助成を行うものであり、国民
への福祉サービスの向上が図られている。

全国的に施設整備を促進させるためには、設備も合わ
せて国が助成を行う必要がある。

不用が生じたのは、入札等により執行額が低調であった
ためである。

項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

本事業については、必要性の観点からの評価について概ね妥当であることから、引き続き必要な予算措置に努めること。

544 495

現
状
通
り

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

平成２２年行政事業レビュ 平成２３年行政事業レビュ544 495



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働本省

１，０４７百万円

A.地方厚生（支）局

８団体

１，０４７百万円

［市町村への交付］

B.市町村

計１１３団体

１，０４７百万円

［事業者等への補助］

（交付）

（交付）

厚生労働本省

１，０４７百万円

A.地方厚生（支）局

８団体

１，０４７百万円

［市町村への交付］

B.市町村

計１１３団体

１，０４７百万円

［事業者等への補助］

（交付）

（交付）



計 49 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

補助金 その他の設備整備分 49

計 581 計 0

B.神奈川県川崎市 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

交付金 その他の設備整備分 527

交付金 夜間対応型訪問介護分 54

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.関東信越厚生局 E.

費　目 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

(百万円） (百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

7 中国四国厚生局 地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付 30

10

8 四国厚生支局 地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付 6

9

5 東北厚生局 地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付 74

6 九州厚生局 地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付 64

3 北海道厚生局 地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付 98

4 東海北陸厚生局 地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付 76

1 関東信越厚生局 地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付 581

2 近畿厚生局 地域介護・福祉空間整備推進交付金の交付 118

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 千葉県松戸市 その他の設備整備分 36

2 長野県伊那市 その他の設備整備分 47

1 神奈川県川崎市 その他の設備整備分 49

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

落札率入札者数

4 長野県御代田町 その他の設備整備分 33

4 長野県駒ヶ根市 その他の設備整備分 33

7 長野県上田市 その他の設備整備分 30

4 千葉県八千代市 夜間対応型訪問介護分 33

7 山梨県甲府市 その他の設備整備分 30

7 岐阜県岐阜市 夜間対応型訪問介護分 30

7 埼玉県狭山市 その他の設備整備分 30

7 東京都国分寺市 その他の設備整備分 30

7 東京都西東京市 その他の設備整備分 30

7 千葉県四街道市 その他の設備整備分 30

7 広島県福山市 その他の設備整備分 30

7 福島県福島市 夜間対応型訪問介護分 30

7 大阪府八尾市 夜間対応型訪問介護分 30



地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金の概要

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（ハード交付金） ４４億円

地域介護・福祉空間整備推進交付金（ソフト交付金） １３億円

平成２４年度予算

市町村（特別区を含む。）は、
① 市区町村全域を単位として、②毎年度、③市町村が関与して実施する都市型軽費老人ホームの整備や

介護関連施設 お 施設内保育施設 整備等 先進的な事業を行うため 基盤整備を ら た

地域介護 福祉空間整備推進交付金（ソフト交付金） １３億円

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（先進的事業整備計画分）

介護関連施設における施設内保育施設の整備等の先進的な事業を行うための基盤整備を明らかにした
「先進的事業等整備計画」を策定することができる。
※なお、政令指定都市分については、平成２４年度より一括交付金化され、「地域自主戦略交付金」（内閣府所管）により対応。

【交付対象事業】

○ 都市型軽費老人ホーム整備事業：要介護度は低いものの、見守り等が必要なため居宅において生活が
困難な高齢者に対応するため、都市型軽費老人ホームを整備するため
に交付金を交付。

○ 施設内保育施設整備事業：介護関連施設等において施設内保育施設を整備するために交付金を交付。

○ 緊急ショートステイ整備事業：虐待のほか、要介護者の急な疾病等に対応するための緊急ショートステイ用個室を
整備するために交付金を交付。

○ 市町村提案型事業：市町村から提案された全国的に見て先進的な事業を支援するために交付金を交付。

○ 施設内保育施設整備事業 介護関連施設等において施設内保育施設を整備するために交付金を交付。

○ 小規模な養護老人ホーム整備事業：低所得高齢者の住まい対策として、要介護度が低いものの、低所得で居宅
での生活が困難な高齢者も住み慣れた地域で生活がつづけられるよう、小
規模な養護老人ホームを整備するために交付金を交付。

算定方法

先進的事業整備計画記載の事業について、右の区分
ごとの交付基準単価に基づいて算定した額を交付。

整備区分 単位 配分基礎単価

軽費老人ホーム整備事業 整備床数 １，５００千円

施設内保育施設整備事業 施設数
１０，０００千円の範囲内で
厚生労働大臣の認めた額

緊急ショ トステイの整備事業 整備床数 １ ０００千円ごとの交付基準単価に基づいて算定した額を交付。 緊急ショートステイの整備事業 整備床数 １，０００千円

市町村提案事業 施設数
３０，０００千円の範囲内で
厚生労働大臣の認めた額

小規模な養護老人ホーム整備事業 整備床数 ２，０００千円



地域介護・福祉空間整備推進交付金

地域密着型サービス等の導入や先進的事業支援特例交付金による先進的事業の実施のため、特に必要と認め
られる場合、設備やシステムに要する経費を助成するために交付金を交付。られる場合、設備やシ テ 要する経費を助成する め 交付金を交付。
【交付対象】 次に掲げる事業に必要な設備の整備等に要する経費

・ 定期巡回・随時対応サービスの実施のために必要な事業
・ 高齢者と障害者や子供との共生型サービスを行う事業
・ 「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のための、地域に

整備区分 単位 配分基礎単価

●　定期巡回・随時対応サービスの実施のために必要な事業 施設数 ２０，０００千円

●　高齢者と障害者や子供との共生型サービスを行う事業 施設数 ３，０００千円

おける包括的なサービスを推進する事業
・ 地域のサービス資源と高齢者の住まいとの連携を推進する事業
・ その他高齢者が居宅において自立した生活を営むことができるよ
う支援する事業

・ 都市型軽費老人ホーム等の開設のために必要な事業

●　「高齢者活力創造」地域再生プロジェクトの推進のための、
　地域における包括的なサービスを推進する事業

施設数 ３，０００千円

●　地域のサービス資源と高齢者の住まいとの連携を推進する
　事業

施設数 ３，０００千円

●　その他高齢者が居宅において自立した生活を営むことがで
きるよう支援する事業

施設数 ３，０００千円都市型軽費老人ホ ム等の開設のために必要な事業
・ 介護療養型医療施設の改修等による老人保健施設等への
転換整備に必要な事業

・ 訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置

に要する事業

きるよう支援する事業

●　都市型軽費老人ホーム等の開設のために必要な事業 整備床数 ３００千円

●　介護療養型医療施設の改修等による老人保健施設等への
　転換整備に必要な事業

整備床数 １５０千円

●　訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設
　置に要する事業

施設数 ３，０００千円

交付金の交付の流れ

① 市町村整備計画を策定
日常生活圏域を単位として 事業の面的な配置構想を基に「面的整備計画 を策定

市 町 村

・日常生活圏域を単位として、事業の面的な配置構想を基に「面的整備計画」を策定
・市区町村全域を単位として、都市型軽費老人ホームの整備等に係る「先進的事業等整備計画」を策定

② 計画を国に提出（都道府県を経由）

③ 次の採択指標をもとに評価を行い 予算の範囲内で評価の高い順に計画を採択③ 次の採択指標をもとに評価を行い、予算の範囲内で評価の高い順に計画を採択。

客観的指標

政策的指標

・・・・高齢者の将来増加率、圏域における施設整備の状況 等

・・・・既存の社会資源を活用しているか、元気な高齢者や地域住民が参加する「共生型」のコミュニティづくり
を目指したものであるか 等

国

④ 配分基礎単価により、交付金を算定の上、各市町村へ交付。
市 町 村

（注）交付に当たって、市区町村の制度的負担は求めない。



介護療養型医療施設等転換に係る市町村交付金の概要
市町村（特別区を含む。）は、
①市区町村全域を単位として、②毎年度、③市町村が関与して実施する既存の介護療養病床の老人保健施設やケアハウス等への転換

を内容とする「介護療養型医療施設等転換整備計画」を策定することができる

○ 介護療養型医療施設等転換整備事業
既存の介護療養型医療施設等を老人保健施設やケアハウス等に転換することを支援するために交付金を交付。

を内容とする「介護療養型医療施設等転換整備計画」を策定することができる。

の１メニュー先進的事業支援特例交付金ハード交付金 のうち

【交付対象】 次に掲げる施設に転換を行うための整備に要する経費

介護療養型医療施設等

・ 療養病床を有する病院

①老人保健施設
②ケアハウス
③有料老人ホーム
(居室は原則個室とし、１人当たりの床面積が概ね１３㎡以上であること。）

④特別養護老人ホ ム及び併設されるシ トステイ用居室

※ただし、他の整備計画に基づき交付金が交付されるものについては重複して
交付しない。

療養病床を有する病院
・ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院
・ 療養病床を有する診療所

④特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室
（社会福祉法人を設立等する場合）

⑤認知症高齢者グループホーム
⑥小規模多機能型居宅介護事業所
⑦生活支援ハウス
⑧適合高齢者専用賃貸住宅及び厚生労働大臣が定める基準（各戸が床面積25㎡以
上／各戸に台所や浴室等必要な設備を備えていること／前払家賃保全措置）を

転 換

上／各戸に台所や浴室等必要な設備を備えていること／前払家賃保全措置）を
満たすもの

※ 上記交付対象施設については、定員規模を問わない。②、③及び⑧については特定施設入居者生活介護の指定の
有無を問わない。③及び⑧については、利用者負担第３段階以下の人でも入居可能な部屋を確保することが対象条件

介護療養型医療施等設転換に係る市町村交付金の流れ

市 町 村 ① 市区町村全域を単位として、既存の介護療養病床の転換のための介護療養型医療施設等転換整備計画を策定。

② 計画を国に提出（都道府県を経由）。

介護療養型医療施等設転換に係る市町村交付金の流れ

国
③ 交付金全体（地域密着型サービスの整備等に係る交付金）に係る市町村のニーズを踏まえながら、予算の範囲内で採択。

④ 交付額を算定し 交付金を交付。

算定方法

介護療養型医療施設等転換整備計画記載の事業

により減少する病床数に、右の整備区分ごとの交付基

整備区分 単位 配分基礎単価

●創設
　既存の施設を取り壊さずに、新
たに施設を整備

転換床数 １，７００千円

市 町 村

④ 交付額を算定し、交付金を交付。
礎単価を乗じた額を交付する。

※転換により減少する病床数を上限とする。

たに施設を整備
●改築
　 既存の施設を取り壊して、新た
に施設を整備

転換床数 ２，１００千円

●改修
　躯体工事に及ばない屋内改修
（壁撤去等）

転換床数 ８５０千円



計 1,468,636 1,554,536

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

高齢化の進展により介護給付費が増加したため。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護給付費負担金 1,468,636 1,554,536

―

(     　　　　      )(     　　　　      )(     　　　　      )

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

本負担金は介護給付及び予防給付等に要する
費用負担の一翼を担い、本負担金を適切に執
行することにより、介護保険制度の安定的な運
営を図ることを目的とするものであるが、活動内
容を数値で定量的に示すことのできる指標はな
いところである。

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

本負担金は介護給付及び予防給付等に要する
費用負担の一翼を担い、本負担金を適切に執
行することにより、介護保険制度の安定的な運
営を図ることを目的とするものであるが、成果と
して数値で定量的に示すことのできる指標はな
いところである。

成果実績 － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） 99.7% 100.0% 100.0%

執行額 1,234,550 1,300,807 1,369,382

1,238,350 1,300,192 1,369,382 1,468,636 1,554,536

1,468,636 1,554,536

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 1,238,350 1,300,192 1,369,382

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・保険者（市町村）に対し、法律に基づき、介護給付及び予防給付等に要する費用の負担を行う。

○介護給付及び予防給付等に要する費用の負担割合
　 ・国・・・（１）介護給付費負担金　施設１５％、その他２０％
　　　　　　（２）介護給付費財政調整交付金　５％
　 ・都道府県･･･施設１７．５％、その他１２．５％
　 ・市町村･･･１２．５％
　 ・１号保険料･･･２０％（平成２４年度は２１%）
　 ・２号保険料･･･３０％（平成２４年度は２９%）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　■負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

介護保険法第１２１条、介護保険の国庫負担金
の算定等に関する政令

関係する計画、
通知等

介護保険事業計画、介護給付費負担金交付要綱

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

・介護保険制度の安定的な運営を図るため、国庫負担を行う。

事業開始・
終了(予定）年度 平成12年度 担当課室 介護保険計画課

介護保険計画課長
度山　徹

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営
等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 ０４４１
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 介護給付費負担金 担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

現
状
通
り

－

－

－

－

－

－

－

介護保険制度の費用負担構成は法定事項であり、受益
者との負担関係は妥当である。

－

本事業の使途は法定事項であり、真に必要なものに限
定されている。

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

点
検
結
果

－

－

－－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名
－

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。－

高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組みであり、極め
て優先度が高い。

安定的な制度運営のため、一定の公的責任があり、国、
自治体、被保険者で費用負担を分担している。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○

関連する過去のレビューシートの事業番号

547 0497

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　介護保険法第１２１条に規定する、介護給付及び予防給付等に要する費用に係る国の負担金であり、これにより安定的な介護保険制度の
運営が図られていることから、妥当なものである。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 

1,369,382百万円 

Ａ. 介護保険者（市町村） 

（全国1,580保険者） 

1,369,382百万円 

平成２３年度実績 

【 交付 】 

法に基づき、介護給付費負担金を交付 

○介護保険給付の負担割合（平成23年度） 

  ・国・・・（１）介護給付費負担金 施設15％、その他20％ 

       （２）介護給付費財政調整交付金  5％ 

  ・都道府県･･･施設17.5％、その他12.5％ 

  ・市町村･･･12.5％ 

  ・１号保険料･･･20％ 

  ・２号保険料･･･30％ 
 
 

国 

都道府県 市町村 １号保険料 ２号保険料 
  介護 

給付費 

負担金 

介護給付費財政調整交付金（別シート参照） 

介護給付及び予防給付等に要する 

費用の支払 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 33,248 計 0

審査費 国保連への審査支払手数料 33

費　目 使　途 金　額
(百万円）

保険給付費 介護保険給付 33,215

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　(横浜市) E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

10 新潟市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 10,248

9 福岡市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 12,189

8 広島市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 12,274

7 北九州市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 12,556

6 京都市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 16,862

5 神戸市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 17,194

4 札幌市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 17,324

3 名古屋市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 22,741

2 大阪市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 31,746

1 横浜市 介護給付及び予防給付等に要する費用を法律に基づき負担 33,248

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 0441
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 介護給付費財政調整交付金 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成１２年度 担当課室 介護保険計画課

介護保険計画課長
度山　徹

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営等を通じて、
介護を必要とする高齢者を支援する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

介護保険法第122条、
介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令
第1条の２、

関係する計画、
通知等

介護保険事業計画、
介護給付費財政調整交付金交付要綱

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

・介護保険制度の安定的な運営を図るため、第一号被保険者の後期高齢者加入割合等を考慮し、市町村間の財政調整を行う。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・保険者（市町村）に対し、法律に基づき、介護給付及び予防給付等に要する費用の５％を総額として、各市町村間における介護保険の財政調
整を行う。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 347,973 365,222 384,658 412,538 436,667

補正予算

繰越し等

347,973 365,222 384,658 412,538 436,667

執行額 341,928 361,265 382,564

執行率（％） 98.3% 98.9% 99.5%

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

23年度
目標値

（　　年度）

本負担金は介護給付及び予防給付等に要する
費用負担の一翼を担い、本負担金を適切に執
行することにより、介護保険制度の安定的な運
営を図ることを目的とするものであるが、成果と
して数値で定量的に示すことのできる指標はな
いところである。

成果実績 － － － －

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

本負担金は介護給付及び予防給付等に要する
費用負担の一翼を担い、本負担金を適切に執
行することにより、介護保険制度の安定的な運
営を図ることを目的とするものであるが、活動内
容を数値で定量的に示すことのできる指標はな
いところである。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護給付費財政調整交付金 412,538 436,667

高齢化の進展により介護給付費が増加したため。

412,538 436,667

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

－

－

本事業の使途は法定事項であり、真に必要なものに限
定されている。

－

－

－

－

高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組みであり、極め
て優先度が高い。

安定的な制度運営のため、一定の公的責任があり、国、
自治体、被保険者で費用負担を分担している。

－

－

－

介護保険制度の費用負担構成は法定事項であり、受益
者との負担関係は妥当である。

０５４９ ０４９９

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

― 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

― 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

― 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

― 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

―

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

― 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

― 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

― 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

―
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

― 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　介護保険法第１２２条に規定する、介護給付及び予防給付等に要する費用に係る国の交付金であり、これにより安定的な介護保険制度の
運営が図られていることから、妥当なものである。

現
状
通
り

-

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

○介護保険給付の負担割合（平成23年度） 

  ・国・・・（１）介護給付費負担金 施設15％、その他20％ 

       （２）介護給付費財政調整交付金  5％ 

  ・都道府県･･･施設17.5％、その他12.5％ 

  ・市町村･･･12.5％ 

  ・１号保険料･･･20％ 

  ・２号保険料･･･30％ 
 
 

厚生労働省 

382,564百万円 

平成２３年度実績 

【 交付 】 

法に基づき、介護給付費財政調整交付金を交付 

 

  

  

国 

都道府県 市町村 １号保険料 ２号保険料 
  介護 

給付費 

負担金 

 

介護給付費財政調整交付金 別シート参照 

Ａ. 介護保険者（市町村） 

（全国1,580保険者） 

382,564百万円 

介護給付及び予防給付等に要する 

費用の支払 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　（大阪市） E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

保険給付費 介護保険給付 10,982

審査費 国保連への審査支払手数料 11

計 10,993 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大阪市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 10,993

2 京都市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 5,277

3 札幌市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 5,142

4 神戸市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 5,048

5 名古屋市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 4,769

6 横浜市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 4,757

7 北九州市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 4,321

8 福岡県介護保険広域連合 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 3,606

9 福岡市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 3,443

10 新潟市 各市町村間における介護保険の財政調整を法律に基づき資金交付 3,069



介護支援体制緊急整備等臨時特例交付金 作成責任者

高齢者支援課長
深澤 典宏

振 興 課 長
川又　竹男

施策名
Ⅳ-5-1 医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切
な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

認知症高齢者グループホーム等の防災対策上必要な改修等を支援し、また特別養護老人ホーム等の個室・ユニット化改修等を
支援するとともに、地域資源を活用したネットワーク体制の整備や先進的・パイロット的事業の立ち上げ支援等、日常的な支え合
い活動の体制づくりの立ち上げに対するモデル的な助成等を行うための基金の造成に要する経費を２４年度まで延長し、都道府
県に交付するもの。

事業開始・
終了(予定）年度 平成22年度(平成24年度末)

事業番号 787

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名

別添資料参照

担当部局庁 老健局

平成22年度介護支援体制緊急整備等臨時特例交付金の交付について（平成22年12月22日厚生
労働省発老1222第1号厚生労働事務次官通知）

平成21年度介護基盤緊急整備等臨時特例交付金の運営について（平成21年8月20日老発0820第
5号厚生労働省老健局長通知）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

担当課室
高齢者支援課

振興課

予
算
の
状
況

会計区分
一般会計

東日本大震災復興特別会計

繰越し等

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

3,000

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

18,906

当初予算

補正予算

50,212 18,906

50,212

3000計 50,212 18,906

執行率（％） 100% 100%

3000計

執行額 50,212

22年度

％ － －

18,906

23年度
目標値

（　　年度）

なし。
(都道府県が設置する基金への積み増しを行う

ことを目的として交付したものであるため)。

成果実績 － － － － －

－

22年度

活動実績

（当初見込
み）

－
－ －

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度

23年度 24年度活動見込

達成度

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度

(－) (－)

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

なし。
(都道府県が設置する基金への積み増しを行う

ことを目的として交付したものであるため)。

－

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護支援体制緊急整備等臨時特例交付金 3000 介護等のサポート拠点の設置・運営に係る経費について財政支援を行うための積
み増し

計 3000

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



-

-

-

-

-

-

-

被災地における復興を促進させるためには、この方法が
妥当である。

市町村が介護基盤を整備するために必要な経費につい
ては運営要領に規定している。

-

-

-

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

国が基金を造成するための交付を行うことで、市町村が
地域の実情に合わせた整備ができるように支援してお
り、国民への福祉サービスの向上が図られている。

被災地の早期復興のためには、国が基金への積み増し
を行う必要がある。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使

途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

被災地におけるまちづくりや介護等のサポート拠点の整備に必要な事業であり、復興の一助となる事業であるため、適切に執行して参りたい

－

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

- 917

現
状
通
り

－

関連する過去のレビューシートの事業番号



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省

１８，９０６百万円

A.都道府県

１０団体

１８，９０６百万円

［基金の造成］

（交付）



E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.宮城県

基金繰入金 基金の造成費 6,040

計 6,040 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）(百万円） (百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 宮城県 基金の造成費 6,040

2 岩手県 基金の造成費 5,950

3 福島県 基金の造成費 5,470

4 長野県 基金の造成費 264

5 千葉県 基金の造成費 261

6 茨城県 基金の造成費 261

7 青森県 基金の造成費 201

10

8 栃木県 基金の造成費 201

9 新潟県 基金の造成費 201

北海道 基金の造成費 61



東日本大震災による被災者の生活支援や復興支援を目的として、被災都道府県に対する介護基盤緊急整備等臨

平成23年度第一次補正予算額 7,020,870千円

時特例基金（地域支え合い体制づくり事業分）の積み増しを行う。

【 事業内容（例） 】

［ 積み増しの対象となる県 ］ 東日本大震災による災害救助法の適用を受けた市町村を有する都道府県
（内訳）青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県、長野県

（例）
・ 避難所等（仮設住宅、在宅を含む）の要介護高齢者、障害児者等に対する介護支
（例）
・ 避難所等（仮設住宅、在宅を含む）の要介護高齢者、障害児者等に対する介護支

＜参考＞事業実施までの流れ

厚生労働省

【 事業内容（例） 】

１ 避難所や仮設住宅における専門職種による相談・生活支援等

援専門員、保健師、相談支援専門員等の専門職種の者によるニーズの把握等の必要
な情報収集

・ 避難所等の障害児者に対する精神保健福祉士、職業指導員や、児童指導員、手話
通訳者等の専門職種の者による生活支援や情報支援

・ 避難所等において特段の配慮を要する高齢者（認知症高齢者や重度の要介護者

援専門員、保健師、相談支援専門員等の専門職種の者によるニーズの把握等の必要
な情報収集

・ 避難所等の障害児者に対する精神保健福祉士、職業指導員や、児童指導員、手話
通訳者等の専門職種の者による生活支援や情報支援

・ 避難所等において特段の配慮を要する高齢者（認知症高齢者や重度の要介護者 県 介護基盤緊急整備等
臨時特例基金

交付

避難所等において特段の配慮を要する高齢者（認知症高齢者や重度の要介護者
等）に対する専門医や介護福祉士等の専門職種の者による相談・援助

・ 心の健康を保持するための臨床心理士等による相談活動
・ 避難所等から緊急避難的に要援護者をショートステイ等に受け入れる事業
・ 被災者を緊急避難的に受け入れ、家賃等の利用者負担の軽減を行う認知症・

障害者グル プホ ム ケアホ ムに対する支援を行う事業

避難所等において特段の配慮を要する高齢者（認知症高齢者や重度の要介護者
等）に対する専門医や介護福祉士等の専門職種の者による相談・援助

・ 心の健康を保持するための臨床心理士等による相談活動
・ 避難所等から緊急避難的に要援護者をショートステイ等に受け入れる事業
・ 被災者を緊急避難的に受け入れ、家賃等の利用者負担の軽減を行う認知症・

障害者グル プホ ム ケアホ ムに対する支援を行う事業

県
臨時特例基金

資
金
の障害者グループホーム、ケアホームに対する支援を行う事業

・ 学校等関係団体との連絡調整
・ その他介護支援専門員、保健師、相談支援専門員等の専門職種の者等による

被災地における支援に資する事業
【主な対象経費】事業費（専門職種の者に係る人件費、旅費、備品購入費等) 等

障害者グループホーム、ケアホームに対する支援を行う事業
・ 学校等関係団体との連絡調整
・ その他介護支援専門員、保健師、相談支援専門員等の専門職種の者等による

被災地における支援に資する事業
【主な対象経費】事業費（専門職種の者に係る人件費、旅費、備品購入費等) 等

の
交
付 助

成
・
補

（例）
・ 仮設住宅等の被災地において、高齢者、障害者等をはじめとした被災者同士

または被災者と支援者のコミュニティーの構築を行う拠点を整備する事業

（例）
・ 仮設住宅等の被災地において、高齢者、障害者等をはじめとした被災者同士

または被災者と支援者のコミュニティーの構築を行う拠点を整備する事業

市町村

・効果的な事業の組み合わせ
・市町村は自ら実施又は補助・

助
等２ 仮設住宅等の被災地における介護・福祉サービスの拠点づくり等

または被災者と支援者のコミュニティ の構築を行う拠点を整備する事業
・ 仮設住宅の公共スペース等の活用により、要介護高齢者等に対する総合相談、

デイサービス、訪問介護や訪問看護、生活支援、アウトリーチによる相談等を
包括的に提供するサポート拠点を整備を推進する事業 等

【主な対象経費】拠点整備に係る経費（改修費、初度設備購入費等）等

または被災者と支援者のコミュニティ の構築を行う拠点を整備する事業
・ 仮設住宅の公共スペース等の活用により、要介護高齢者等に対する総合相談、

デイサービス、訪問介護や訪問看護、生活支援、アウトリーチによる相談等を
包括的に提供するサポート拠点を整備を推進する事業 等

【主な対象経費】拠点整備に係る経費（改修費、初度設備購入費等）等
事業者・関係団体等

委託等



平成２３年度第三次補正予算
約９０億円

被災者の生活支援や被災地の復興支援のため、
① １次補正で計上した、仮設住宅に併設される「サポート拠点」（相談・配食等の生活支援）の追加設置・運営費用
② ２２年度１次補正で追加した、被災地域でＮＰＯ法人等による地域生活支援サービスの拠点の設置費用を支援
するため、介護基盤緊急整備等臨時特例基金（地域支え合い体制づくり事業分）の期間の延長及び積み増しを行
う。

○ 積増先 ： 介護基盤緊急整備等臨時特例基金 （地域支え合い体制づくり事業 ※）
⇒ 現行、23年度限りの基金を１年間延長

※ これまでの予算措置 22年度補正 200億円、23年度1次補正(被災者支援) 70億円

○ 対象地域 ： 特定被災地方公共団体を有する道県

○ 事業内容
＜参考＞ 事業実施までの流れ

厚生労働省厚生労働省

介護基盤緊急整備等臨時特例基金

交付

・ 仮設住宅における高齢者等の安心した日常生活を支えるため、総合相談
支援 居宅サー ビス 生活支援サービス 地域交流等の機能を有する拠点と

① 仮設住宅における介護等のサポート拠点の設置・運営

県 介護基盤緊急整備等臨時特例基金
（地域支え合い体制づくり事業）

資金の
交付

助

支援、居宅サー ビス、生活支援サービス、地域交流等の機能を有する拠点と
して、「介護等のサポート拠点」の設置・運営を推進する。

② 地域生活支援体制づくり事業

市町村

・効果的な事業の組み
合わせ・市町村は自ら実

交付
助
成
・
補
助
等

・ 被災地が地域全体のまちづくりを進める中で、住み慣れた地域（日常生活
圏）で必要な医療・介護サービス、生活支援サービス等を継続的・一体的に受
けることのできる体制（地域包括ケア）の実現 再構築に資するため 高齢者

② 地域生活支援体制づくり事業

事業者・関係団体等

合わせ 市町村は自ら実
施又は補助・委託等

等けることのできる体制（地域包括ケア）の実現・再構築に資するため、高齢者
等のニーズ調査や地域の支え合いによる生活支援活動の立ち上げ、拠点づく
り等を支援する。



介護施設等の復興施策について

○ 被災した介護施設等の「復旧」のみならず、新しい形で地域包括ケアの基盤を整備する「復興」施策として、
２３年度第３次補正予算において、「介護基盤復興まちづくり整備事業」（２８．５億円）を計上。
（※なお、復興庁所管の東日本大震災復興交付金においても同事業を計上。どちらを活用するかは自治体の判断に委ねられる。）

○ 当該事業は 少子高齢化社会のモデルとして 新しい形の地域の支え合いを基盤に い までも安心して○ 当該事業は、少子高齢化社会のモデルとして、新しい形の地域の支え合いを基盤に、いつまでも安心して
コミュニティで暮らしていけるよう保健・医療、介護・福祉、住まい等のサービスを一体的、継続的に提供する

「地域包括ケア」の体制を整備するため、被災地のニーズを踏まえ基盤整備を支援するもの。

○ 各県に造成している「介護基盤緊急整備等臨時特例基金」より支援（２４年度までの支援）
○ 対象地域 ： 岩手県、宮城県、福島県
○ 助成金額 ： １計画あたり ３，０００万円

事業の実施イメージ
（例） ＜被災地の復興に当たり、高齢者住宅等の整備に併せて、以下の拠点を整備＞

２４時間対応の訪問介護拠点 「介整

復

２４時間対応の訪問介護拠点

（福祉避難所を兼ねた）
地域交流拠点

配食サ ビス拠点

介
護
基
盤
復
興

整
備
事
業
」で
整

復旧段階

復
興

※仮設住宅に「介護等のサ

配食サービス拠点

高齢者の見守り・相談拠点

（グ プホ ム）

興
ま
ち
づ
く
り

整
備

ポート拠点」が併設 （グループホーム）

（小規模多機能）

既存の基金を
有効活用して
整備

＜高齢者住宅等＞



仮設住 体制仮設住宅へのサポート体制について
・ 被災地の仮設住宅における高齢者等の安心した日常生活を支えるため、総合相談、居宅サービス、生活支援サービス、

地域交流などの総合的な機能を有する拠点として、「介護等のサポート拠点」の設置・運営を推進。
・ 平成２３年度第一次補正予算において、「介護等のサポート拠点」の設置・運営等に係る経費として、被災地を対象に、

地域支え合い体制づくり事業（介護基盤緊急整備等臨時特例基金）に７０億円を計上。
→ 平成２３年６月２４日に、被災県に対して全額交付済。

・ 平成２３年度第三次補正予算において、「介護等のサポート拠点」の設置・運営等に係る経費として、被災地を対象に、平成２３年度第三次補正予算において、「介護等のサポ ト拠点」の設置 運営等に係る経費として、被災地を対象に、
地域支え合い体制づくり事業（介護基盤緊急整備等臨時特例基金）に９０億円を計上。

・ 介護等のサポート拠点の取組状況は、被災３県で合計１０１ヶ所が設置される予定。（１２月７日現在）

（内訳）岩手県２６か所、宮城県５０か所、福島県２５か所

＜サポート拠点＞近隣の居宅サービス事業所等
連携 連携＜サポ ト拠点＞

仮設住宅に併設
総合相談機能

（ＬＳＡ(※)、相談支援専門員等）

デイサービス 情報支援 日中活動等

在宅支援診療所等との連携

近隣の居宅サ ビス事業所等
との連携

心の相談窓口の併設

デイサービス、情報支援、日中活動等

居宅サービス等
（居宅介護支援、訪問介護、訪問看護、診療機能等）

配食サ ビス等の生活支援
アウトリーチ

アウトリーチ配食サービス等の生活支援

地域交流スペース（サロン）

地域の高齢者・障害者、子ども 等
心の相談窓口

アウトリ チ

＜仮設住宅＞

※ ＬＳＡ ： ライフサポートアドバイザー ＝ 住民からの様々な相談を受け止め、軽微な生活援助のほか、専門相談や具体的なサービス、心のケア等
につなぐなどの業務を行う者

心の相談窓口
〈避難所〉



社会福祉施設等災害復旧費補助金（(項)介護保険制
度運営推進費）※東日本大震災以外分

作成責任者

高齢者支援課長
深澤 典宏

施策名
Ⅳ-5-1 医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切
な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 788

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名

別添資料参照

担当部局庁 老健局

社会福祉施設等災害復旧費の国庫補助について
(厚生労働省発社0315第9号）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

台風等により被災した社会福祉施設の復旧について、その復旧に要する経費の一部について支援するもの。

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 高齢者支援課

予
算
の
状
況

会計区分 一般会計

繰越し等 72 401

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

1,161

当初予算

補正予算

72 401 771

▲ 390 390

執行率（％） 90% 4% 76%

計

執行額 65 18

22年度

％ － －

584

23年度
目標値

（　　年度）

なし。
(災害発生は予測できないため目標設定は不

可）

成果実績 － － － － －

－

22年度

活動実績

（当初見込
み）

か所
14 10

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度

23年度 24年度活動見込

達成度

―

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度

（－） （－） （－）

単位当たり
コスト

17,176千円
（584百万円／34施設）

算出根拠 執行額を、復旧施設数で除して算出。

復旧施設数
34

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

台風等により被災した社会福祉施設の復旧のための助
成を行うものであり、被災地の復興を支援している。

被災地の負担を軽減するためには、国が助成を行う必
要がある。

不用が生じたのは、１施設あたりの単位コストが予想より
も低額であったためである。

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

-

被害状況により異なるため妥当性については一概には
判断できないが、予想よりも単位コストは低額であり、削
減している。

-

-

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

被災した社会福祉施設の復旧に必要な事業であり、実績も妥当であることから、被災状況に応じ、適切に執行して参りたい。

－

予算監視・効率化チームの所見

-

- 913

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

　※類似事業名とその所管部局・府省名

被災した社会福祉施設等の復旧事業に必要な経費に限
定している。

被災地における復興を促進させるための事業であり、活
動実績も踏まえ実効性が高い。

-

事前に調査した被災施設数とほぼ同数である。

-

-



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 

５８４百万円 
 

A.地方厚生（支）局 

５団体 

５８４百万円 

［都道府県への交付］ 

B.都道府県 

計８団体 

５８４百万円 

［事業者等への補助］ 

（補助） 

（補助） 



E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.中国四国厚生局

補助金 災害復旧費の補助 383

計 383 計 0

B.山口県 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補助金 災害復旧費の補助 383

計 383 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

9

8 長野県 災害復旧費 0.4

10

7 兵庫県 災害復旧費 4

6 岐阜県 災害復旧費 6

5 三重県 災害復旧費 18

4 新潟県 災害復旧費 44

3 和歌山県 災害復旧費 60

2 鹿児島県 災害復旧費 68

1 山口県 災害復旧費 383

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 中国四国厚生局 災害復旧費 383

2 九州厚生局 災害復旧費 68

3 近畿厚生局 災害復旧費 65

4 関東信越厚生局 災害復旧費 45

5 東海北陸厚生局 災害復旧費 24

6

7

8

9

10



事業番号 0907

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省)
事業名 介護報酬改定等に伴うシステム改修経費 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成23年度 担当課室 介護保険計画課

介護保険計画課長
度山　徹

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営
等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
介護保険法第41条第10項及び第176条等

関係する計画、
通知等

介護保険事業費補助金の国庫補助について

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

介護保険制度の安定的な運営を図るため、平成24年度の介護報酬改定等に伴う国民健康保険団体連合会の審査支払システム
における必要な改修を行うもの。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

平成24年度の介護報酬改定等に伴い、国民健康保険団体連合会の「介護保険審査支払等システム」の改修に要する経費を補助
するもの。

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

408（目内流用）

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 599 424 33

補正予算

繰越し等

1,007 424 33

執行額 1,007

執行率（％） 100%

成果指標 単位 21年度 22年度

％ - -

23年度
目標値

（　　年度）

本事業は、平成24年度の介護報酬改定等に当
たり、国保連の介護保険審査支払等システムの
改修に必要な経費を補助することで、介護保険
制度の円滑な運営を図ることを目的とするもの
であり、経費の性質上、成果として数値で定量
的に示すことのできる指標はないところである。

成果実績 - - - -

達成度 -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 ２４年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

％

- - -

-

―

- - (    　-　　 ) (    　-　　 )

単位当たり
コスト

- 算出根拠 -

本事業は、平成24年度の介護報酬改定等に当
たり、国保連の介護保険審査支払等システムの
改修に必要な経費を補助することで、介護保険
制度の円滑な運営を図ることを目的とするもの
であり、経費の性質上、活動内容を数値で定量
的に示すことのできる指標はないところである。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

委託料 424 33

25年度に必要となるシステムの改修規模が24年度に比して小さいため。

424 33

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

適切かつ円滑な審査支払システム改修に必要と考えら
れるものとして、概ね妥当な範囲での補助を行っている。

介護保険制度の運営に当たり、必要不可欠な事業であ
る。

介護保険制度改正に伴う審査支払システム改修であり、
国が主体となって実施する必要がある。

－

介護サービス費用の請求に関する審査・支払は、国保連
合会が行う旨法定されていることから、支出先として妥
当である。

－

－

0063

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－

－

単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　介護保険法第41条第10項及び第176条等に規定する介護保険事業の適正かつ円滑な運用を図るため、国民健康保険中央会が行う介護
保険事業に要する事務処理経費に対する補助としては概ね妥当なものである。

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

【平成23年度交付決定】 

厚生労働省 

１，００７百万円 

【 補助 】 

Ａ．国保中央会 

 １，００７百万円 

介護報酬改定等に伴う「介護保険審査支払等シス

テム」の改修経費として補助 

 

Ｂ ＮＥＣ 

１，００７百万円 

※外部機関による見積書の妥当

性評価を経て、委託先を選定 

委託 

「介護保険審査支払等システム」の改修を委託 
 

「介護保険審査支払等システム」の改修 

随意契約 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　(国民健康保険中央会) E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委託費 制度改正等に伴うシステム改修委託
費

1,007

計 1,007 計 0

B.　（ＮＥＣ） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 制度改正等に伴うシステム改修経費 1,007

計 1,007 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 ＮＥＣ 制度改正等に伴い審査支払システムの改修を行う。 1,007 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 国民健康保険中央会
国保中央会において、制度改正等に伴い審査支払システムの改修を

行う。
1,007

2

3

4

5

6

7

8

9

10



計 4,204 4204

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護保険災害臨時特例補助金 4,204 4,204 精査中

―

(     　　　　      )(     　　　　      )(     　　　　      )

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

本補助金を適切に執行することにより、介護保
険制度の安定的な運営を図ることを目的とする
ものであり、経費の性質上、活動内容を数値で
定量的に示すことのできる指標はないところで
ある。

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

本補助金を適切に執行することにより、介護保
険制度の安定的な運営を図ることを目的とする
ものであり、経費の性質上、成果として数値で定
量的に示すことのできる指標はないところであ
る。

成果実績 － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） 89.9%

執行額 20,767

計 23,108 4,204 4,204

繰越し等

予
算
の
状
況

当初予算
4,204

（復興庁計上）

補正予算
23,108

（厚生労働省計上）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

東日本大震災により被災した介護保険の被保険者について、保険者である市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含
む。）が第一号保険料や利用者負担を減免した場合に、当該減免額に対して財政支援を行う。
※平成24年度は、原発事故の警戒区域等の被保険者の第一号保険料や利用者負担を減免した場合に、当該減免額に対して財
政支援を行う。なお、平成24年度以降は、復興庁で一括計上し、厚生労働省で執行する事業である。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

東日本大震災に対処するための特別の財政援
助及び助成に関する法律

関係する計画、
通知等

介護保険災害臨時特例補助金交付要綱

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

東日本大震災により被災した介護保険の被保険者について、保険者である市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。）が行う第一
号保険料の減免や利用者負担の免除等の措置等に対して補助することにより、介護保険事業運営の安定化を図る。

平成23年度 担当課室 統括官付参事官（予算会計担当）／介護保険計画課
尾関　良夫（復）
度山　徹（厚）

会計区分
一般会計及び

東日本大震災復興特別会計
施策名

Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営
等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

事業開始・
終了(予定）年度

事業番号 厚生労働省：0916

　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　(復興庁、厚生労働省)
事業名 介護保険災害臨時特例補助金 担当部局庁 復興庁／厚生労働省老健局 作成責任者

復興庁：63

25年度要求

4,204



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

新23-0074

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

- 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　東日本大震災により被災した介護保険の被保険者について、保険者である市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。）が行う
第一号保険料の減免や利用者負担の免除等の措置等に対して補助することにより、介護保険事業運営の安定化を図るための経費として
は、概ね妥当なものである。

　※類似事業名とその所管部局・府省名
-

－

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

- 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

- 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

- 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

被災した被保険者の保険料、利用者負担の減免に必要
な事業である。

被災した保険者を財政支援するものであり、国費で対応
する必要がある。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

- 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

- 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

-

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

予算積算において仮定した減免対象者数に比べ、実際
の減免対象者数が少なかったことによるもの。

－

－

－

－

保険者が被災被保険者の第一号保険料や利用者負担
を減免等した際に発生する緊急の財政需要に対して全
額国費で対応するものであり、未曾有の大震災への対
応として真に必要なものに限定している。

－

－

－

－

－



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 

20,767百万円 

Ａ. 介護保険者（市町村） 

（全国524保険者） 

20,767百万円 

【 交付 】 

 
 

保険者として第1号被保険者の保険料の減免や利用者負担額の免除等を行う 

【平成23年度】 

減免した第１号被保険者の保険料や利用者負担額に相当する額を財政支援 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4,069 計 0

補助金 保険者機能復旧等のために必要な経
費

39

補助金 施設入所等に係る食費・居住費等の
減免の措置

1,152

補助金 利用者負担額の免除の措置 1,428

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

補助金 第一号保険料の減免の措置 1,450

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　（仙台市） E.

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

10 大槌町 保険料減免等に対する財政支援 331

9 須賀川市 保険料減免等に対する財政支援 350

8 宮古市 保険料減免等に対する財政支援 410

7 東松島市 保険料減免等に対する財政支援 528

6 気仙沼市 保険料減免等に対する財政支援 587

5 浪江町 保険料減免等に対する財政支援 619

4 南相馬市 保険料減免等に対する財政支援 1,241

3 石巻市 保険料減免等に対する財政支援 1,674

2 いわき市 保険料減免等に対する財政支援 2,366

1 仙台市 保険料減免等に対する財政支援 4,069

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



計 0 333.5

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由
介護事業所・施設等復旧支援事業 0 333.5 25年度に復旧見込のある介護サービス事業所等について必要な箇所数を見込

み、新たに計上したもの。

-

(                   ) (                  ) (                 )

単位当たり
コスト

- 算出根拠 -

予算を適切に執行することにより、東日本大震
災で被災した介護サービス事業所等の事業再
開及び介護施設における非常用自家発電装置
の設置を迅速かつ円滑に進める。※復旧が必
要な事業所に対して復旧支援することとしてお
り、定量的な指標の設定にはなじまない。

活動実績

（当初見込
み）

- - -

- -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

予算を適切に執行することにより、東日本大震
災で被災した介護サービス事業所等の事業再
開及び介護施設における非常用自家発電装置
の設置を迅速かつ円滑に進める。※復旧が必
要な事業所に対して復旧支援することとしてお
り、定量的な指標の設定にはなじまない。

成果実績 - - - -

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ - -

執行率（％） 29.0%

執行額 3,732

12,856 1,629 333.5

333.5

補正予算

繰越し等 △ 1,629 1,629

12,856

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

別紙

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

平成23年度介護施設等復旧支援事業費等補助金の国庫補助に
ついて（平成23年５月26日厚生労働省発老０５２６第２号）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　東日本大震災により被災した介護サービス等事業者等の事業再開に対する支援を行い、被災地における介護サービス等の
確保を図ること並びに人工呼吸器等の機器が必要な者が入所している介護施設等に対し、非常用自家発電装置の設置に対す
る支援を行い、入所者の生命及び健康の保持に資することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

平成23年度 担当課室 振興課・老人保健課
振興課長　川又　竹男
老人保健課長　宇都宮　啓

会計区分
一般会計及び

東日本大震災復興特別会計
施策名

Ⅳ-５-１　医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切
な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 917

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 介護施設等復旧支援事業費等補助金 担当部局庁 老健局 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

障害保健福祉部　等

-

必要なもののみに限定されている。

介護サービス事業所等の復旧支援や介護施設への非常用自
家発電装置の設置を被災地の自治体が独自に行うことは困難
であり、この手段が妥当である。

-

-

介護、障害福祉、子育て支援事業者等の復旧支援及び医療機
関・介護施設における自家発電装置の整備について、それぞれ
のサービスごとの特性に応じた事業を実施し、適切に役割分担
を行っている。

東日本大震災において被災した介護サービス事業所等の復旧
支援を行い、迅速に被災地の高齢者に対し介護サービスの確
保を行うこと及び介護施設への非常用自家発電装置の設置を
行い人工呼吸器等の機器を必要とする入所者の生命及び健康
を保持することは喫緊の課題である。

東日本震災の被害・影響の重大さ及び広域性を鑑みれば国が
実施すべき事業である。

平成23年度においては、当初見込んでいた事業所・施設数と同
等以上の事業所・施設に対して交付決定を行ったところである
が、実際の所要額が交付要綱上の基準額を下回る事業所・施
設が多くあったため、全体の金額に不用が生じた。なお、予算額
の一部について、平成２４年度に繰越を行っている。

-

-

-

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名
障害者支援施設等自家発電装
置整備事業　等

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、東日本大震災により被災した介護サービス等事業者等の事業再開に対する支援などを行う事業であり、必
要性の観点からの評価について概ね妥当であることから、引き続き必要な予算措置に努めること。

○
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

- 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・実際に執行されている事業の内容が、過去の事業仕分けの結果や横断的な見直し基準等を踏まえたものになっているか。
　本事業は、東日本大震災により被災した介護サービス事業所等の復旧に資するために緊急的に実施する事業である。
・執行面において既に明らかになった課題はないか、またその課題に迅速かつ適切に対応しているか。
　本事業は実施主体である都道府県・指定都市・中核市から事業の実施に当たり疑義の生じた事項について、Q&Aを発出し適切な対応を行っているとともに、
適宜速やかに照会への回答を行っている。
・事業の成果目標が立てられているか。
　予算の適切な執行を行い、本事業の目的を迅速に達成することとしている。
・不用額について
　不用額を生じたのは、当初見込んでいた介護施設等の数と同等以上の介護施設等に対して交付決定を行っているところであるが、実際の所要額が交付要
綱上の基準額を下回る事業所・施設が多くあったためであり、需要は満たされているところ。なお、介護事業所・施設等復旧支援事業については、平成２３年度
中に事業再開できない事業所があることから、平成２４年度に１６億円の繰越を行っているところ。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

- 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

- 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

- 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

- 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

- 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

- 新23-0075



※平成23年度実績見込み

Ｂ C

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

厚生労働省 ３，７３２百万円  

Ａ 都道府県・指定都市・中核市 （３５） 

【補助】 

○介護事業所・施設等復旧支援事業 

○介護施設等自家発電装置整備事業 

（介護事業所・施設等復旧支援事業） 

（宮城県補助先 １８５法人） 

１，２５５百万円 

（介護施設等自家発電装置整備事業） 

（宮城県補助先 ４８法人） 

１１１百万円 

【補助】 

サーバデータ復旧委託先事業者 

（宮城県補助先の業者  株式会社データ

サルベージュコーポレーション） 

１．９百万円 

Ｄ 

  被災した介護サービス等事業者等に対し事業再開

に要する経費（車両購入費、パソコン等の事務用品購

入費、事業所借上に要する初期契約料等）に関する

補助 

 介護施設等に入所している人工呼吸器・酸素療法・喀

痰吸引等の機器が必要な者の生命及び健康の保持の

ため、当該施設等の設置者に対する非常用自家発電装

置の設置に関する補助 

随意契約 

ハードディスクデータの復旧 



計 1.9 計 0

需用費 ハードディスクデータ復旧 1.9

D.株式会社データサルベージュコーポレーション H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 8.6 計 0

備品購入費 自家発電装置等 8.6

C.医療法人仁泉会 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 60.8 計 0

　　 　 　

需用費 消耗品費等 0.5

委託料 サーバーデータ復旧費 1.9

備品購入費 車両等 58.4

B.社会福祉法人みずほ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,367.4 計 0

補助 介護施設等自家発電装置整備事業 111.7

補助 介護事業所・施設等復旧支援事業 1,255.7

A.宮城県 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ．

Ｄ．

10 　 　 　 　 　

9 　 　 　 　 　

8 　　 　 　 　 　

7 　　 　 　 　 　

6 　 　 　 　 　

5 　 　 　 　 　

4 　 　 　 　 　

3 　 　 　 　 　

2 　 　 　 　 　

1 株式会社データサルベージュコーポレーション ハードディスクデータ復旧 1.9 随意契約 　

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 茨城県 介護事業所・施設等復旧支援事業、介護施設等自家発電装置整備事業 55 　 　

9 山形県 介護施設等自家発電装置整備事業 65 　 　

8 秋田県 介護施設等自家発電装置整備事業 89 　 　

7 栃木県 介護事業所・施設等復旧支援事業、介護施設等自家発電装置整備事業 98 　 　

6 東京都 介護施設等自家発電装置整備事業 204 　 　

5 いわき市 介護事業所・施設等復旧支援事業、介護施設等自家発電装置整備事業 249 　 　

4 福島県 介護事業所・施設等復旧支援事業、介護施設等自家発電装置整備事業 327 　 　

3 仙台市 介護事業所・施設等復旧支援事業、介護施設等自家発電装置整備事業 425 　 　

2 岩手県 介護事業所・施設等復旧支援事業、介護施設等自家発電装置整備事業 436 　 　

1 宮城県 介護事業所・施設等復旧支援事業、介護施設等自家発電装置整備事業 1367 　 　

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 社会福祉法人みずほ 介護事業所・施設等復旧支援事業 61 　 　

2 社会福祉法人気仙沼市社会福祉協議会介護事業所・施設等復旧支援事業 53 　 　

3 医療法人社団健育会 介護事業所・施設等復旧支援事業 44 　 　

4 ぱんぷきん株式会社 介護事業所・施設等復旧支援事業 42 　 　

5 社会福祉法人大和福壽会介護事業所・施設等復旧支援事業 40 　 　

6 社会福祉法人みやぎ会 介護事業所・施設等復旧支援事業 37 　 　

7 有限会社緑三松 介護事業所・施設等復旧支援事業 37 　 　

8 有限会社井上枝健 介護事業所・施設等復旧支援事業 34 　 　

9 株式会社たんぽぽ 介護事業所・施設等復旧支援事業 33 　 　

10 医療法人社団仁命会 介護事業所・施設等復旧支援事業 33 　 　

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 医療法人仁泉会 介護施設等自家発電装置整備事業 8.6 　 　

2 社会福祉法人旭壽会 介護施設等自家発電装置整備事業 8.5 　 　

3 社会福祉法人みやぎ会 介護施設等自家発電装置整備事業 5.7 　 　

4 医療法人社団畑山医院 介護施設等自家発電装置整備事業 4.5 　 　

5 社会福祉法人豊明会 介護施設等自家発電装置整備事業 4.5 　 　

6 医療法人社団弘慈会 介護施設等自家発電装置整備事業 4.5 　 　

7 医療法人社団湖聖会 介護施設等自家発電装置整備事業 4.5 　 　

8 社会福祉法人大和福壽会 介護施設等自家発電装置整備事業 4.5 　 　

9 社会福祉法人向陽会 介護施設等自家発電装置整備事業 4.5 　 　

10 加美郡保健医療福祉行政事務組合 介護施設等自家発電装置整備事業 4.5 　 　



復興庁：64

事業番号 厚生労働省：０918

　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　(復興庁、厚生労働省)
事業名 介護報酬等支払業務支援事業 担当部局庁 復興庁／厚生労働省老健局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成23年度 担当課室 統括官付参事官（予算会計担当）／介護保険計画課

尾関　良夫（復）
度山　徹（厚）

会計区分
一般会計及び

東日本大震災復興特別会計
施策名

Ⅳ-5-1
医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運営
等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
介護保険法第41条第10項及び第176条等

関係する計画、
通知等

介護保険事業費補助金の国庫補助について

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

東日本大震災の被災保険者における介護保険制度の円滑かつ安定的な運営に資することを目的として、被災保険者の国民健康
保険団体連合会に対する介護給付費等の円滑な支払を確保するもの。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

被災保険者が国民健康保険団体連合会に対し、介護給付費等を支払えない場合に、国民健康保険団体連合会が介護サービス
事業者等に対して行う介護給付費の立替払の際に生じる利子に対して補助を行うもの。
※平成24年度も同様。
なお、平成24年度以降は、復興庁で一括計上し、厚生労働省で執行する事業である。

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

555
(厚生労働省計上)

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算
7

（復興庁計上）
7

補正予算

繰越し等

555 7 7

執行額 7

執行率（％） 1%

成果指標 単位 21年度 22年度

％ ― ―

23年度
目標値

（　　年度）

本事業は、国保連が介護サービス事業者に立
替払いを行う際の借入金に係る利子を補助する
ことで、介護保険制度の安定的な運営を図るこ
とを目的とするものであり、経費の性質上、成果
として数値で定量的に示すことのできる指標は
ないところである。

成果実績 ― ― ― ―

達成度 ―

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

％

― ― ―

―

―

(   　－　   ) (   　－　   )

単位当たり
コスト

― 算出根拠 ―　　　　　　

本事業は、国保連が介護サービス事業者に立
替払いを行う際の借入金に係る利子を補助する
ことで、介護保険制度の安定的な運営を図るこ
とを目的とするものであり、経費の性質上、活動
内容を数値で定量的に示すことのできる指標は
ないところである。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

介護保険事業費補助金 7 7 精査中

計 7 7

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

－

－

－

介護保険制度の円滑かつ安定的な運営の確保に必要と
考えられるものとして概ね妥当な範囲での補助を行って
いる。

－

－

－

－

新23-0076

被災地の介護保険制度の安定的な運営のために必要
な事業である。

東日本大震災での被災保険者への財政支援を実施する
ことにより、介護保険制度の円滑かつ安定的な運営を確
保することは、国が主体となって実施する必要がある。

予算積算において仮定した保険者の被災状況と比べ、
実際の被災状況が小さかったことによるもの。

－

－

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使

途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、東日本大震災の被災保険者における介護保険制度の円滑かつ安定的な運営に資する事業であり、必要性の
観点からの評価について概ね妥当であることから、引き続き必要な予算措置に努めること。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　介護保険法第41条第10項及び第176条等に規定する介護保険事業の適正かつ円滑な運用を図るため、国民健康保険団体連合会が行う
介護保険事業に要する経費に対する補助としては概ね妥当なものである。

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

【平成23年度交付決定】 

厚生労働省 

   ７百万円 

Ａ．各都道府県国民健康保険団体連合会 

７百万円 

被災保険者が介護報酬を納入できない場合に、市中銀行

から借入れを行い、介護サービス事業者等へ介護報酬の

立替払を実施 

立替払を実施する際に発生する利子に対して補助 

【 補助 】  



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　(福島県国民健康保険団体連合会) E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

補助金 借入金返済時の利子 4

計 4 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 福島県国保連合会 借入金返済時の利子 4

2 岩手県国保連合会 借入金返済時の利子 2

3 宮城県国保連合会 借入金返済時の利子 1

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 954

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名

社会福祉施設等災害復旧費補助金（(項)介護保険制度運営推
進費）※東日本大震災分 担当部局庁 老健局 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

東日本大震災に係る社会福祉施設等災害復旧費の国
庫補助について

(厚生労働省発社援0811第1号）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

東日本大震災で被災した社会福祉施設の復旧について、その復旧に要する経費の一部について支援するもの。

事業開始・
終了(予定）年度 － 担当課室 高齢者支援課

高齢者支援課長
深澤 典宏

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1 医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切
な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3,300

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

別添資料参照

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

繰越し等 ▲ 32,919 32,919

56,316

執行額 3,039

23,397 3,300計

22年度

％ － －

執行率（％） 13%

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

なし。
(災害発生は予測できないため目標設定は不

可）

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

4,062千円（3,039百万円／748施設） 算出根拠

災害復旧費 3300 東日本大震災で被災した介護施設等の復旧に必要な費用として、２５年度に着工
予定の災害復旧事業について要求しているため。

―

－ （－） （－） （－）

単位当たり
コスト

執行額を、復旧施設数で除して算出。

復旧施設数

活動実績

（当初見込
み）

か所
－ － 748

計 3300

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



-

-

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

東日本大震災により被災した社会福祉施設の復旧のた
めの助成を行うものであり、被災地の復興を支援してい
る
被災地の負担を軽減するためには、国が助成を行う必
要がある。

不用が生じたのは、１施設あたりの単位コストが予想より
も低額であったためである。

-

被害状況により異なるため妥当性については一概には
判断できないが、予想よりも単位コストは低額であり、削
減している。

-

-

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

被災した社会福祉施設等の復旧事業に必要な経費に限
定している。

被災地における復旧を促進させるためには、この方法が
妥当と思われる。

-

見込みよりも少ないが、復興には時間を要することから
問題ないと考えている。

-

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－

　※類似事業名とその所管部局・府省名

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

被災した社会福祉施設の復旧に必要な事業であり、被災状況に応じ、適切に執行して参りたい。

平成２２年行政事業レビ 平成２３年行政事業レビ

現
状
通
り

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

果

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、被災した社会福祉施設の復旧に必要な事業であり、必要性の観点からの評価について概ね妥当であること
から、引き続き必要な予算措置に努めること。

918平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー- 918



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省

３，０３９百万円

A.地方厚生（支）局

４団体

３，０３９百万円

［都道府県への交付］

B.都道府県

計１４団体

３，０３９百万円

［事業者等への補助］

（補助）

（補助）

厚生労働省

３，０３９百万円

A.地方厚生（支）局

４団体

３，０３９百万円

［都道府県への交付］

B.都道府県

計１４団体

３，０３９百万円

［事業者等への補助］

（補助）

（補助）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.関東信越厚生局 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

補助金 災害復旧費への補助 1,537

計 1,537 計 0

補助金 災害復旧費への補助 929

B.茨城県 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 929 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）(百万円） (百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

8 長野県 災害復旧費 59

9 新潟県 災害復旧費 27

6 千葉県 災害復旧費 165

7 埼玉県 災害復旧費 70

4 栃木県 災害復旧費 263

5 岩手県 災害復旧費 226

2 宮城県 災害復旧費 721

3 福島県 災害復旧費 534

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 茨城県 災害復旧費 929

1 関東信越厚生局 災害復旧費 1,537

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 北海道厚生局 災害復旧費 9

2 東北厚生局 災害復旧費 1,486

5

4 東海北陸厚生局 災害復旧費 7

7

6

9

10

8

10 東京都 災害復旧費 12



介護施設等の災害復旧事業

２３‘補正予算額 ５６３億円

１ 概要１．概要

東日本大震災を受け、被災した介護施設等の復旧事業について、その復旧に要する
経費を助成するもの

２．補助対象施設

◇特別養護老人ホーム ◇養護老人ホーム ◇老人デイサービスセンター
◇老人短期入所施設 ◇軽費老人ホーム ◇認知症高齢者グループホーム
◇小規模多機能型居宅介護拠点 ◇夜間対応型訪問介護ステーション
◇地域包括支援センタ ◇介護老人保健施設 ◇ 訪問看護ステ ション 等◇地域包括支援センター ◇介護老人保健施設 ◇ 訪問看護ステーション 等

３．補助率の引上げ

◇ 激甚法指定による国庫補助率引上げ（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム）

◇ その他施設についても 国庫補助率の引上げ◇ その他施設についても、国庫補助率の引上げ
１／２ → ２／３に引上げ（例：認知症高齢者グループホームなど）

１／３ → １／２に引上げ（例：介護老人保健施設など）



1280

計 839 1296

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

庁費 2.6 4.8

要介護認定調査委託費 827

執行率（％） 88.6% 86.9% 87.5%

執行額 426 456 642

計 481 525 734 839 1296

繰越し等

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 481 525 734 839 1296

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①要介護認定情報管理事業：認定支援ネットワークシステムを利用し、市町村の事務を支援するとともに認定結果等の報告データについて集計等を
行う。
②介護事業実態調査事業：介護報酬の改定の影響について調査・分析することにより、次期介護報酬改定に必要な基礎資料を得る。
③要介護認定適正化事業：市区町村等の介護認定審査会の審査を訪問・傍聴し、審査会の運営手順や認定調査の状況等について技術的助言を行
う。
④福祉用具臨床的評価実施等事業：福祉用具に関する臨床的＇安全性・機能性・操作性等（評価を実施する。
⑤介護保険総合データベース構築等事業：要介護認定に係る情報や介護給付費明細書等の情報を統合し、介護保険制度の運営等に資するための
データベースを構築する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

＇単位:百万円（

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
＇具体的な

条項も記載（
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
＇目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内（

高齢者が急増していく中で、高齢者が介護を必要とする状態となっても、尊厳を持ってその有する能力に応じて自立した生活を住み慣れた地域で継
続できるよう、介護保険制度の適切な運営を図ることを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

①平成12年度②平成13年度③平成19年度④平成21
年度⑤平成23年度

担当課室
振興課

老人保健課
振興課長　川又竹男

老人保健課長　宇都宮啓

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1　医療･介護一体改革の推進､介護保険制度の適切
な運営等を通じて､介護を必要とする高齢者を支援する

事業番号 1030
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

事業名 要介護認定情報管理・分析事業費 担当部局庁 厚生労働省老健局 作成責任者

成果指標 単位 21年度 22年度

％

23年度
目標値

＇　　年度（

・要介護認定の二次判定における変更率の地域間格差の解
消＇H21:7.6%、H22:7.5%、H23:7.5%（
・福祉用具の臨床的評価件数＇H21:41件、H22:32件、H23:22
件、H24:目標61件（

成果実績

達成度

活動指標及び
活動実績

＇アウトプット（

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

＇アウトカム（

活動実績

＇当初見込
み（

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

③2,608,696＇円／47都道府県（
④225,905円＇円／件（

算出根拠
③120,000,000円＇23年度執行額（／46都道府県＇23年度活動実績（
④225,905円＇23年度執行額／評価件数（

・要介護認定適正化事業の47都道府県での実施＇H21:45カ
所、H22:47カ所、H23:46カ所（
・福祉用具の臨床的評価件数＇H21:41件、H22:32件(当初見
込み63件（、H23:22件＇当初見込み88件（、H24当初見込み61
件（

1.8 2.6

諸謝金 0.8 1.6

職員旅費 6.8 6.8

委員等旅費

平成24年度介護報酬改定を受け、介護事業者の経営状況及び介護従事者の処遇状況等
について、必要な調査を行うための経費の増。



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

現
状
通
り

－

補記　＇過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載（

関連する過去のレビューシートの事業番号

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業については、必要性や執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点＇概算要求における反映状況等（

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。
・介護報酬改定の基礎資料及び福祉用具の評価結果を公表する等に活用さ
れている。

点
検
結
果

①本事業は、平成２４年度をもって廃止することにしている。なお、平成２５年度以降は、介護保険総合データベース管理・運営等事業において認定データを収集していく。
②事業の執行にあたっては、調査業務を一式＇企画、調査票の設計、配布、回収、照会対応、集計・分析等（として、業務委託を実施しており、業務実施に必要な経費の水準となっ
ている。
③本事業の実施により、要介護認定の地域間格差は縮小傾向にあり、引き続き実施していくことが必要である。
④平成２３年度予算において、評価件数の減少を踏まえ、一件あたりの単価について見直したところ。また、評価件数の増加を図るため、メーカー説明会の開催や評価対応種目
の拡充を行っている。なお、事業の執行にあたっては、事業実績＇評価の過程、評価を行った製品ごとの評価結果等（及び交付した委託費の使途の明細について、各受託評価機
関に実績報告書を提出させ確認を行っており、適正であると考えられる。
⑤２３年度から２カ年にわたりデータベースを構築することとしており、２５年度からの運用に向けて引き続き進捗管理等を行っていく。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。 福祉用具の安全性等を確保するためにはこの手段が妥当と思われる。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっている
か。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

△ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。
福祉用具の臨床的評価については、年次目標に対する達成度が減少傾向に
あるため検討が必要である。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。
福祉用具の臨床的評価については、年次目標に対する達成度が減少傾向に
あるため検討が必要である。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 －

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 必要なもののみに限定されている。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 企画競争及び一般競争を実施しており、競争性が確保されている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。
・福祉用具の臨床的評価を行うために必要なコストである。なお、平成23年度
予算において削減した。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。
・介護事業実態調査については、介護報酬改定の議論に大きく影響を与える
ため、妥当である。
・福祉用具の臨床的評価については、受益者への負担はない。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

・介護保険法に基づくデータ収集や、介護報酬改定の議論に大きく影響を与
える調査であるため優先度が高い。
・また、福祉用具の利便性や安全性を確保することが重要であるが、この事
業によって臨床的な観点から製品の利便性や安全性を客観的に捉えること
ができ、優先度が高い。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業となって
いないか。

・要介護認定に係るデータ収集・分析及び介護事業実態調査は、介護報酬改
定の議論に大きく影響を与えるため、国が実施すべき事業である。
・また、福祉用具の利便性や安全性等を確保することが重要であるため国が
実施すべきである。なお、実際の評価にあたっては、民間に委託している。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。
・福祉用具の臨床的評価については、件数が見込みより下回ったことから不
用が生じている。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

①厚生労働省 

９２百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

Ａ．東芝ソリューション＇株（ 

９２百万円 

【随意契約＇企画競争（】 

ヘルプデスク運用 

情報管理・分析業務、プロジェクト管理等 

【随意契約】 

Ｂ．＇株（情報実業 

１７百万円 

①【要介護認定情報管理事業】 



支出先上位１０者リスト

Ａ

Ｂ

情報実業(株)1 17 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

落札率

1 92 随意契約

支　出　額
＇百万円（

入札者数

東芝ソリューション＇株（

支　出　先 業　務　概　要

情報管理・分析業務、プロジェクト管理等

ヘルプデスク運用

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.東芝ソリューション＇株（ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

借料及び損料 室料、通信機器使用料等 46

賃金 要介護認定情報管理事業全体管理 22

委託 ヘルプデスク運用 17

消費税 4

通信運搬費等通信回線使用料、ミドルウェア保守 3

計 92 計 0

B.情報実業＇株（ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

賃金 ヘルプデスク運用に係る人件費等 17

計 17 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト

Ａ

1 みずほ情報総研(株) 調査実施及び集計・分析業務 233 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

計 233 計 0

その他 消耗費品費等 6

相談室の運用 137

印刷製本費 調査票の印刷・製本 0

諸謝金 調査協力謝礼 44

使　途

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.みずほ情報総研株式会社 E.

主任研究員及び研究員等 46

資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 金　額
(百万円（

賃金

調査費

厚生労働省 

２３３百万円 

調査実施及び集計分析において、次期介護報酬改定のための基礎資料とし

て必要な集計・分析について検討 

Ａ．みずほ情報総研株式会社 

２３３百万円 

【企画競争】 

調査実施及び集計・分析業務 

②【介護事業経営実態調査調査】 

 ＇Ｈ２２～Ｈ２３国庫債務負担行為による契約、Ｈ２３年度分（ 



資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

③厚生労働省 

１２０百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

Ａ．三菱UFJリサーチ＆コンサルティング＇株（ 

１２０百万円 

【随意契約＇企画競争（】 

e-ラーニングシステム改修・管理 

技術的助言及び研修会の実施等 

【随意契約】 

Ｃ．＇株（エスミ 

５百万円 

【随意契約】 

Ｂ．＇株（プロシーズ 

１7百万円 

業務管理システム構築 

③【要介護認定適正化事業】 



支出先上位１０者リスト

Ａ

支　出　先 業　務　概　要

Ｂ

支　出　先 業　務　概　要

Ｃ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

管理費 一般管理費 1

賃金 業務システム構築等に係る人件費等 4

Ｃ.＇株（エスミ G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 17 計 0

借料・管理費 サーバー借料、web管理費 8

賃金 e-ラーニングシステム改修・管理等にかかる
人件費

9

B.＇株（プロシーズ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

計 120 計 0

消費税 消費税 5

印刷費等 テキスト印刷代、サーバー借料等 1

旅費 適正化事業旅費 6

委託費 業務分析データ作業等 22

金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

賃金 適正化事業人件費 86

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.三菱UFJリサーチ＆コンサルティング E.

費　目 使　途

計 5 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 要介護認定適正化事業の実施 120 随意契約
＇企画競争（

支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 ＇株（エスミ 業務システム構築 5 随意契約

1 ＇株（プロシーズ システム改修・管理 17 随意契約



資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

④厚生労働省 

２０百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行うなど。 

社会福祉法人等＇６（                                                            

計 ５百万円 

【企画競争、委託】 

・ 福祉用具における臨床的評価の実施 

④【福祉用具臨床的評価実施等事業】 



支出先上位１０者リスト

Ａ

支　出　先 業　務　概　要

旅費、通信運搬費、消耗品費等

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.　社会福祉法人　北九州市福祉事業団 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

人件費 謝金、賃金 1.7

0.8その他

計 2.5 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

6
財団法人　東京都福祉
保健財団

福祉用具の臨床的評価 0.2 随意契約

5
一般社団法人　日本福
祉用具評価センター

福祉用具の臨床的評価 0.4 随意契約

3
社会福祉法人　川崎市
社会福祉事業団

福祉用具の臨床的評価 0.6 随意契約

4
社会福祉法人　横浜市リ
ハビリテーション事業団

福祉用具の臨床的評価 0.6 随意契約

1
社会福法人　北九州市
福祉事業団

福祉用具の臨床的評価 2.5 随意契約

2
特定非営利活動法人　と
ちぎノーマライゼーション
研究会

福祉用具の臨床的評価 0.6 随意契約



支出先上位１０者リスト

Ａ

支　出　先 業　務　概　要

資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.東芝ソリューション＇株（ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

ライセンス購入費 レセプト分析システム開発ライセンス 15

調査費 検証用設計・調査費等 9

使用料 ライセンス使用料 2

管理費 管理費 1

消費税 消費税 1

計 28 計 0

F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 東芝ソリューション＇株（ 介護保険総合データベースの構築等 28 1 94.04

⑤厚生労働省 

２８百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

Ａ．東芝ソリューション＇株（ 

２８百万円 

【一般競争入札＇総合評価落札方式】 

介護保険総合データベースの構築等 

⑤【介護保険総合データベース構築等事業】 
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